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第１章 計画の策定にあたって 
 

１ 計画策定の趣旨 

介護保険制度が 2000 年（平成 12 年）にスタートして 17年が経過し、サービス利用者及びサ

ービス提供事業者が増加するなど、高齢者の生活を支える制度として定着しています。他方で、

介護保険料の高騰、介護従事者の不足など、超高齢化による課題がみられます。 

こうした中、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年（平成 37年）を見据えて、要介護状態が

重度化しても住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続けられるように、医療・介護・予

防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの推進が求められています。 

 湯浅町（以下、「本町」という。）では、平成 26 年度に策定した「湯浅町第６期介護保険事業

計画 第７次高齢者福祉計画」の中で、計画のテーマである「一人ひとりがともに輝き、温も

りのあるひとづくり」の下、「地域包括ケアシステムの構築」「健康づくり・介護予防の推進」「生

きがいづくりと社会参加活動への支援」の３つを目標に掲げ、地域包括ケアシステムの構築、

高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進、健康づくり・介護予防の強化等、介護サービスの

基盤強化に取り組んできました。 

今回の計画においても、国における制度改正に対応するとともに、本町の高齢者の現状と課

題を踏まえ、本町が目指すべき高齢者保健福祉の基本的な方針と具体的に取り組むべき施策を

明らかにし、介護保険事業を安定的かつ充実したものとすることを目的として、「湯浅町第７期

介護保険事業計画 第８次高齢者福祉計画」（以下、「本計画」という。）として策定することと

します。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、高齢者全体の保健・医療・福祉の施策全般を定める高齢者福祉計画と、介護保険

事業についてそのサービス見込量などを定める介護保険事業計画を一体的に策定するものです。 

「高齢者福祉計画」は、老人福祉法第 20条の８に基づき、本町のすべての高齢者を視野に入

れた高齢者のための施策全般にわたる計画です。 

「介護保険事業計画」は、介護保険法第 117 条の規定に基づき、本町の介護保険給付の対象

サービスについての提供体制の整備・確保などに関する事項を定める計画です。 

また、この計画は医療介護総合確保推進法（「地域における医療及び介護の総合的な確保を推

進するための関係法律の整備等に関する法律」）第１条で定める「地域包括ケアシステム」を構

築するための計画であり、その意味で「地域包括ケア計画」として位置づけられます。 

そのほか、本計画は「第三次湯浅町長期総合計画」をはじめ、「第２期湯浅町地域福祉計画・

湯浅町地域福祉活動計画」「第５期湯浅町障がい福祉計画・第１期湯浅町障がい児福祉計画」、

和歌山県の「わかやま長寿プラン」といった関連諸計画と整合性を図りながら策定しています。 
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３ 計画の期間 

本計画は、平成 30 年度を初年度とし、平成 32年度までの３年間を１期とする計画です。 

 
平成 18 年の介護保険制度の改正 
（予防重視型システムへの転換） 

平成 27 年の介護保険制度の改正 
（地域包括ケアシステムの推進） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 

  

 

 

 

    

 

 

               

 

 

４ 日常生活圏域の設定 

日常生活圏域の設定にあたっては、市町村ごとに地理的条件や人口、交通事情その他の社会

的条件、施設整備の条件等を総合的に勘案し、定めることとされています。 

本町における日常生活圏域は、第３期計画で設定してから人口や交通事情その他社会的条件

の大きな変化はないため、引き続き町全域を一つの日常生活圏域として設定し、介護サービス

の需要及びその提供の基盤整備を推進していくものとします。 

 

 

５ 計画の策定体制 

（１）高齢者日常生活圏域ニーズ調査・在宅介護実態調査の実施 

計画策定に先立ち、今後の介護保険事業、高齢者保健福祉施策を推進していくために、アン

ケート調査により高齢者の方々の生活実態や介護保険サービスの利用意向等についての現状を

たずね、住民の生活実態や今後のニーズ等を把握しました。 

 

（２）湯浅町介護保険事業計画等作成委員会における検討 

計画の策定にあたり、運営主管課である健康福祉課内での検討に加え、医療保健関係者・社

会福祉関係者・住民代表からなる「第７期湯浅町介護保険事業計画等作成委員会」を設置して

検討を重ねました。 

 

 

第３期計画 第４期計画 第５期計画 

第７期計画 

（本計画） 

第８期計画 第９期計画 

平成 37 年を 

見据えて 

第６期計画 
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６ 第７期計画策定に向けた制度改正の主な内容  

第７期介護保険事業計画の策定に合わせ、平成 29 年に「地域包括ケアシステムの強化のため

の介護保険法等の一部を改正する法律」が成立しました。高齢者の自立支援と要介護状態の重

度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保することに配慮し、

サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにすることを目的とした制度の改

正が行われています。 

制度改正の主な内容は以下のとおりです。本計画の策定にあたっては、これらの制度改正の

動向を踏まえて内容の見直しを行っています。 

 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

① 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取り組みの推進 
高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を

維持するためには、介護保険の保険者である市町村が地域の課題を分析し、高齢者がその有

する能力に応じた自立した生活を送れるよう取り組みを進めることが必要であるという観点

から、全市町村が保険者機能を発揮して自立支援・重度化防止に取り組むよう、データに基

づく課題分析と対応（取り組み内容・目標の介護保険事業（支援）計画への記載）、適切な指

標による実績評価、財政的インセンティブの付与が法律により制度化されました。 

市町村においては、これまで以上にデータに基づく地域の課題の分析やそれを踏まえた取

り組み内容・目標の明確化が求められるとともに、成果指標に基づく評価と事業の改善を継

続的に行うことが必要となります。また、要介護状態の維持・改善や地域ケア会議の開催状

況等の指標に基づいて成果を上げた市町村については、財政的な優遇措置を受けられる可能

性が生まれています。 

 

② 医療・介護の連携の推進 
今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が

必要な重介護者の受け入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機

能を兼ね備えた新たな介護保険施設として「介護医療院」が創設されます。要介護者に対し

て「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介護）」を一体的に提供する介護保険施

設（かつ医療法上の医療提供施設）として位置づけられ、現行の介護療養病床の経過措置期

間については平成 35 年度末まで延長されます。 

また、地域包括ケアシステムの構築において重要となる医療・介護の連携に関して、都道

府県による市町村に対する必要な情報提供及びその他の支援の規定が整備されています。 
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③ 地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進 
支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住民や福

祉関係者による把握や、関係機関との連携による解決が図られることを目指す「我が事・丸

ごと」の地域福祉推進の理念が規定されました。この理念の実現のため、市町村においては、

地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備や、住民に身近な圏域において

分野を超えて総合的に相談に応じ、関係機関と連絡調整等を行う体制づくりに努めることが

求められています。また、市町村が地域福祉計画を策定するよう努めるとともに、福祉の各

分野における共通事項を定め、上位計画として位置づけることが規定されました。 

福祉サービスについては、高齢者と障がい者が同一の事業所でサービスを受けやすくする

ため、介護保険と障がい福祉両方の制度に新たに共生型サービスが位置づけられています。 

 

（２）介護保険制度の持続可能性の確保 

① 現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し 
平成 27 年８月から、一定の収入のある高齢者については介護保険サービスの利用者負担を

通常の１割から２割に引き上げる制度改正が行われていましたが、今回の改正では、世代間・

世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、２割負担者のうち特に

所得の高い層の負担割合が３割となります（平成 30 年８月施行）。ただし月額 44,400円の負

担の上限が定められており、実際に負担増となるのは受給者全体の約３％と見積もられてい

ます。 

 

② 介護納付金における総報酬割の導入 
第２号被保険者（40～64 歳）の保険料は介護納付金として医療保険者に賦課されています

が、この金額が「加入者数に応じて負担する方式（加入者割）」から「報酬額に比例して負担

する方式（総報酬割）」に改められ、収入の高い人ほど負担額が大きくなる仕組みとなります。

激変緩和の観点から、平成 29 年度より段階的に導入され、平成 32 年度に全面実施となりま

す。 
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第２章 湯浅町を取り巻く現状 
 

１ 人口の推移と高齢化率 

（１）年齢別人口 

総人口は平成２年以降をみると減少傾向にあり、平成 27 年では 12,200 人と、平成２年に比

べて 4,325 人減少しています。年齢５区分別にみると、平成 22 年までは 74 歳までの各年代で

人口が減少していましたが、平成 27年には 65～74 歳が増加に転じました。一方、75 歳以上は

一貫して増加傾向にあり、総人口に占める高齢者人口は増加しています。 

年齢５区分別の人口構成比でみると、平成７年以降 65 歳以上の割合は増加しています。特に

平成 27 年は、団塊世代がすべて 65 歳以上となったため、65～74 歳の構成比が 16.1％と大きく

増加しています。また、75 歳以上の割合は 16.1％、65～74 歳と合わせて 32.9％となっていま

す。 
 

■年齢５区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                        資料：国勢調査 

 

■年齢５区分別人口構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                  資料：国勢調査 
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平成

２年

平成

７年

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

湯浅町 6.8 8.4 10.1 12.7 15.0 16.8

和歌山県 6.4 7.3 9.0 11.6 14.0 15.5

全国 4.8 5.7 7.1 9.1 11.1 12.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

（％）

湯浅町

和歌山県

全国

平成
２年

平成
７年

平成
12年

平成
17年

平成
22年

平成
27年

湯浅町 16.3 19.5 22.5 24.8 28.0 32.9

和歌山県 15.3 18.1 21.2 24.1 27.3 30.9

全国 12.1 14.6 17.4 20.2 23.0 26.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
（％）

湯浅町

和歌山県

全国

（２）人口ピラミッド 

本町の人口ピラミッドをみると、60 歳から 69 歳までの人口が多く、59 歳以下の人口は少な

くなっています。特に 65～69 歳の人口が最も多くなっています。団塊世代が 75 歳以上となる

平成 37 年には、75 歳以上の後期高齢者の大幅な増加が見込まれ、さらなる高齢化の進展が考え

られます。 
 

【湯浅町人口ピラミッド】 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

                 

                                     資料：国勢調査 

 

 

（３）高齢化率 

平成 27 年の本町の高齢化率（65 歳以上人口の割合）は 32.9％と総人口の３割を超え、国・

県を上回って推移しています。本町は人口構成（65～69 歳人口が多い）から、急速な高齢化が

進んでいます。75 歳以上の人口割合についても、国・県を上回って推移しています。 

 

      【高齢化率の推移】       【75 歳以上人口割合の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    資料：国勢調査 
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1,973 
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65歳以上単身世帯数

一般世帯に占める65歳以上のいる世帯の比率

２ 高齢者世帯の状況 

（１）高齢者世帯数 

平成 27 年で 65歳以上のいる世帯数は 2,593 世帯、平成 22 年には増加数が鈍化する傾向がみ

られましたが、平成 27年は 104 世帯の増加となっています。一般世帯に占める比率は 54.6％と

増加傾向にあります。 

一方、高齢者のみの世帯数の推移では、65 歳以上夫婦のみの世帯数、65 歳以上単身世帯数と

もに増加しており、平成 27 年でそれぞれ 593 世帯、760 世帯、平成 17年に比べ、それぞれ 154

世帯、143 世帯増加しています。高齢者のみの世帯が増加する中で、高齢者と同居する世帯が減

少しているとみられます。 
 

■65 歳以上のいる世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                   資料：国勢調査 

 

 

（２）高齢者世帯の割合 

65 歳以上のいる世帯の割合（世帯率）は、国・県の割合を大きく上回って推移しています。

平成 27 年では、県を約５ポイント、国を約 14ポイント上回っています。65 歳以上のいる世帯

における夫婦のみの世帯や単身世帯の割合も増加しており、急速な高齢化が進み、65 歳以上の

みの世帯が増加している状況がうかがえます。 
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平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

湯浅町 38.8 43.6 46.4 48.2 50.2 54.6

和歌山県 35.0 37.9 41.1 44.2 46.1 49.5

全国 26.4 29.1 32.2 35.1 37.3 40.7

38.8 
43.6 46.4 48.2 50.2 

54.6 

0.0

20.0

40.0

60.0

(％） 湯浅町 和歌山県 全国

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

湯浅町 4.7 6.4 7.6 8.5 10.3 12.5

和歌山県 4.8 6.5 8.3 9.7 10.9 12.5

全国 3.4 4.6 6.0 7.3 8.4 9.8

4.7 
6.4 7.6 8.5 

10.3 
12.5 

0.0

10.0

20.0

(％） 湯浅町 和歌山県 全国

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

湯浅町 8.6 9.2 11.0 12.0 14.2 16.0

和歌山県 6.7 7.9 9.5 11.2 12.8 15.0

全国 4.0 5.0 6.5 7.9 9.2 11.1

8.6 9.2 
11.0 12.0 

14.2 
16.0 

0.0

20.0

(％） 湯浅町 和歌山県 全国

■65 歳以上のいる世帯率の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 資料：国勢調査 

■65 歳以上夫婦のみの世帯率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                 資料：国勢調査 

■65 歳以上単身世帯率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                                 資料：国勢調査 
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３ 介護保険事業の状況 

（１）要支援・要介護認定者の推移 

要支援・要介護認定者数は平成 27 年までは増加傾向にありましたが、平成 28 年は 770 人で

減少に転じています。近年は要支援１、要介護１が増加傾向にあり、要支援２が減少傾向にあ

ります。 

要支援・要介護認定者の構成比では、近年は認定者数と同様に要支援１、要介護１が増加傾

向にありますが、平成 28 年では、要介護２も増加となっています。また、国・県と比較すると

要支援２、要介護５の認定率が高く、要介護１・２の認定率が低くなっています。 

 

■要支援･要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                       資料：介護保険事業状況報告（各年９月末） 

■要介護度別認定者の構成比推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                       資料：介護保険事業状況報告（各年９月末）

128 115 105 99 100 98 105 110 

99 108 122 149 147 140 154 131 
61 92 78 88 85 101 126 128 
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96 82 98 88 88 650 666 688 
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（人）

合計

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

19.7 

17.3 

15.3 

13.4 

13.4 

12.8 

13.4 

14.3 

15.2 

16.2 

17.7 

20.2 

19.7 

18.3 

19.7 

17.0 

9.4 

13.8 

11.3 

11.9 

11.4 

13.2 

16.1 

16.6 

17.4 

15.0 

16.3 

14.1 

16.2 

16.3 

12.5 

15.5 

17.1 

15.6 

16.3 

15.5 

14.4 

13.3 

13.2 

12.7 

9.8 

9.8 

10.8 

11.8 

14.0 

13.2 

13.9 

12.5 

11.4 

12.3 

12.4 

13.0 

11.0 

12.8 

11.2 

11.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

H21年

H22年

H23年

H24年

H25年

H26年

H27年

H28年

（％）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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14.3 

17.5 

14.2 

17.0 

15.4 

13.8 

16.6 

17.5 

19.7 

15.5 

16.0 

17.4 

12.7 

12.4 

13.1 

12.5 

11.3 

12.1 

11.4 

10.0 

9.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

湯浅町

和歌山県

全国

（％）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

172 182 192 198 188 193 191 

26 30 33 34 18 54 58 

181 192 204 227 
216 

189 195 

379 
405 

429 
459 

422 437 444 

0

200

400

600

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

（百万円）

合計

施設介護サービス

地域密着型介護
サービス

居宅介護サービス

■要介護度別認定者構成比の比較（平成 28 年） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             資料：介護保険事業状況報告 

 

 

（２）給付額の推移 

介護サービスの給付額は増減を繰り返しており、平成 27 年度は４億 4,400万円となっていま

す。全体的な流れとしては、施設介護サービスが減少し、地域密着型介護サービスが増加して

いる傾向がみられます。 

サービス別・要介護度別の給付額を国・県と比較すると、サービス別では施設介護サービス、

地域密着型介護サービスの割合が高くなっています。要介護度別では要介護２・３の割合が国、

県よりも高く、要支援１・２、要介護１・４・５の割合が国・県よりも低くなっています。 

 

■サービス別給付額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：介護保険事業状況報告（各年度末） 
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18.6 
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湯浅町 和歌山県 全国

（％）

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援１・２

6.28 7.28 5.10 5.95 6.91 5.10 

5.54 
7.41 

6.65 5.25 
6.96 

6.65 

6.94 

7.56 

6.24 6.54 

7.02 
6.24 

18.76 

22.25 

18.00 17.74 

20.89 

18.00 
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30.00

湯浅町 和歌山県 全国 湯浅町 和歌山県 全国

認定率 調整認定率

合計認定率

要介護３～５

要介護１・２

要支援１・２

（％）

■サービス別給付額の比較(平成 27 年度)    ■要介護度別給付額の比較(平成 27 年度)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：介護保険事業状況報告 

 

 

（３）要支援・要介護認定率 

本町の 65 歳以上人口に占める要支援・要介護認定率は、国を上回り、県を下回っています。

これは、本町の 65歳以上の年齢構成による要因が大きく、国（全国）と同じ年齢構成と仮定し

調整した認定率をみると、国・県を下回っています。 

また、５歳刻み年齢別でみると、70～79 歳の認定率を除き、国・県を下回っています。高齢

になるほど認定率の低いことがうかがえます。 

 

■認定率と調整認定率の比較（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                          資料：介護保険事業状況報告 
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■年齢区分別認定率の比較（平成 27 年度、前期高齢者・65～74 歳） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                         資料：介護保険事業状況報告 

 

 

■年齢区分別認定率の比較（平成 27 年度、後期高齢者・75 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                   資料：介護保険事業状況報告 
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27

20

18

19

41

22

55 41

23

37

25

17

28

23

34

0 50 100 150 200 250

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患 （骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

精神疾患・アルコール依存症

その他

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（人）

199

146

119

68

60

52

35

45

67

35

111

61

154

62

0 50 100 150 200 250

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患 （骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

精神疾患・アルコール依存症

その他

男性 女性

（人）

199

146

119

68

60

（４）要支援・要介護認定者について 

① 要支援・要介護状態になった原因 
要支援・要介護状態になった原因については、「認知症」が 199 人で最も多く、次いで「筋

骨格系疾患 （骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）」が 146 人、「脳血管疾患（脳卒中）」が 119

人となっています。「認知症」では要介護１・２、「筋骨格系疾患 （骨粗しょう症、脊柱管狭

窄症等）」では要支援２、「脳血管疾患（脳卒中）」では要介護４・５の方が多くなっています。 

また、性別でみると、男性では「脳血管疾患（脳卒中）」、「認知症」、女性では「認知症」、

「筋骨格系疾患 （骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）」が多くなっています。 
 

■疾患別要支援・要介護度別の原因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
■疾患別性別の原因 

 

 

 

 

 

 

資料：湯浅町(H29.11) 
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要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

自立
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

M

(人)

    
② 要支援・要介護認定高齢者の認知症日常生活支援自立度 
要支援・要介護認定高齢者の認知症日常生活自立度をみると、「自立」が 161 人、ほぼ自立

の「Ⅰ」が 139 人となっています。 

また、「誰かが注意していれば自立できる」とされる「Ⅱ」が 218 人、「介護を必要とする」

とされる「Ⅲ」が 163 人となっています。 

要介護度が重くなるほど自立度も重い方が多くなってきます。 

 

■要支援・要介護認定高齢者の認知症日常生活自立度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                
  

                                                           （人） 

  自立 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ M 計 

要支援１ 49 25 9 6 1  0 90 

要支援２ 62 45 23 2 1  0 133 

要介護１ 11 19 70 23 4  0 127 

要介護２ 19 23 50 21 7  0 120 

要介護３ 8 9 36 37 14 2 106 

要介護４ 8 14 15 40 12 1 90 

要介護５ 4 4 15 34 22 7 86 

総 数 161 139 218 163 61 10 752 

※それぞれの自立度の判定基準は以下のとおりです。 
Ⅰ 何等かの認知症は有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。 
Ⅱ 日常生活に支障をきたすような症状、行動や意思疎通の困難さが多少みられても、誰かが注意していれば

自立できる。 
Ⅲ  日常生活に支障をきたすような症状、行動や意思疎通の困難さがときどきみられ、介護を必要とする。 
Ⅳ 日常生活に支障をきたすような症状、行動や意思疎通の困難さが頻繁にみられ、常に介護を必要とする。 
Ｍ 著しい精神症状や周辺症状あるいは重篤な身体疾患がみられ、専門医療を必要とする。 

 

 資料：湯浅町(H29.11) 
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要介護５

自立 J A B C

(人)

③ 要支援・要介護認定者の障がい者高齢者の日常生活自立度 
要支援・要介護認定者について障がい高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）をみると、「自

立」と判定された方が 18 人、「ほぼ自立とされる『Ｊ』」が 165 人、「介助なしには外出しな

い『Ａ』」が 289 人、「屋内での生活に何らかの介助を要する『Ｂ』」が 219 人、「排泄、食事、

着替えにおいて介助を要する『Ｃ』」が 61 人となっています。 

これを要介護度別にみると、やはり介護度が重くなるにしたがい、障がいの程度も進んで

いる方が多くなっています。 

 

■要支援・要介護度別障がい区分別自立度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    （人） 

  自立 J A B C 計 

要支援１ 8 44 31 7  0 90 

要支援２ 6 50 58 19  0 133 

要介護１ 1 44 67 15  0 127 

要介護２ 2 15 61 41 1 120 

要介護３ 0 6 46 47 7 106 

要介護４ 0 5 14 53 18 90 

要介護５ 1 1 12 37 35 86 

総 数 18 165 289 219 61 752 

※ それぞれの自立度の判定基準は以下のとおりです。 
Ｊ 何らかの障がい等を有するが、日常生活はほぼ自立しており、独力で外出する。 
Ａ 屋内での生活はおおむね自立しているが、介助なしには外出しない。 
Ｂ 屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が主体であるが座位を保つ。 
Ｃ １日中ベッド上で過ごし、排泄、食事、着替えにおいて介助を要する。 

 

 資料：湯浅町(H29.11)  
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４ アンケート調査結果について 

（１）調査の実施概要 

◇調査目的 
本調査は、支援を必要とする高齢者を早期に把握し、本町における今後の支援方策の検討

や介護予防の推進を図るために実施しました。 

    
◇調査設計 
●調査地 域：湯浅町全域 

●調査対象者：平成 29年１月１日時点における以下の対象者を無作為に抽出 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査…町内在住の 65 歳以上の高齢者 800 人 

在宅介護実態調査…町内在住の要支援・要介護認定者で、居宅サービスの利用者 200 人 

●調査期 間：平成 29 年２月 27 日（月）～平成 29年３月 22 日（水） 

●調査方法：調査票による本人記入方式（本人が記入できない場合は家族又はケアマネジ

ャー等）郵送配布・郵送回収による郵送調査方法 

◇調査票回収状況 
 

調 査 票 

調査対象者数 

（配布数） 

有効回収数 有効回収率 

介護予防・ 

日常生活圏域ニーズ調査 

800 682 85.3％ 

在宅介護実態調査 200 162 81.0％ 

 

（２）報告書の見方 
 
●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下

第２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を

選ぶ方式）であっても合計値が 100.0％にならない場合があります。このことは、本報告書

内の分析文、グラフ、表においても同様です。 

●複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択肢

ごとの有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が 100.0％を

超える場合があります。 

●図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、又は回答の判別

が困難なものです。 

●図表中の「Ｎ（number of case）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条

件に該当する人）を表しています。 
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72.3 7.9 2.9 

2.2 

14.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝682

介護・介助は必要ない
何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない
要支援１の認定を受けている
要支援２の認定を受けている
不明・無回答

（３）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

① 家族構成（単数回答） 
家族構成については、「夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）」が 32.4％と最も高く、次いで

「息子・娘との２世帯」が 22.4％、「１人暮らし」が 21.7％となっています。「１人暮らし」

と「夫婦２人暮らし」を合わせた割合は 59.7％と高くなっています。 

 

21.7 32.4 5.6 22.4 13.3 4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝682

１人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）
夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下） 息子・娘との２世帯
その他 不明・無回答  

 

 

 

② 介護・介助の必要性（単数回答） 
普段の生活でだれかの介護・介助が必要かについては、「介護・介助は必要ない」が 72.3％

と最も高く、次いで「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」が 7.9％となっ

ています。要支援認定者（要支援１・２）が 5.1％あり、全体でみると 13.0％が介護を必要

としています。 
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③ 転倒の経験（単数回答） 
過去１年間に転んだ経験があるかについては、「ない」が 62.6％と最も高く、次いで「１度

ある」が 20.4％となっています。 

この設問は転倒リスクを把握する質問となっており、「何度もある」と「１度ある」を合わ

せた 30.4％の方は転倒リスクのある高齢者と判定されます。 

10.0 20.4 62.6 7.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝682

何度もある １度ある ない 不明・無回答

 
 

 

 

④ 外出の頻度（単数回答） 
全体の７割以上の方は週に２度以上外出しています。一方、外出の頻度が週１回以下の方

は 17.4％で、閉じこもり傾向にあるとみられます。 

6.0 11.4 37.7 40.0 4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝682

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 不明・無回答
 

 

 

 

⑤ もの忘れについて（単数回答） 
もの忘れが多いと感じている方は４割強、日付がわからないことがある方は２割を超えて

おり、もの忘れに対する割合は高くなっています。 

 

 
43.1 

86.1 

23.6 

49.9 

9.5 

70.5 

7.0 

4.4 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

もの忘れが多いと感じますか

自分で電話番号を調べて、

電話をかけることをしていますか

今日が何月何日かわからない時が

ありますか

はい いいえ 不明・無回答

（N=682）
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⑥ 会やグループへの参加について（単数回答） 
全体としては「参加していない」の割合が高くなっていますが、「月に１～３回」では趣味

関係のグループが１割弱、「年に数回」では町内会・自治会が２割弱と高くなっています。「老

人クラブ」も含めて、このような会やグループへの参加意向をさらに高めていくことが、健

康や生きがいづくりにつながるとみられます。また、収入のある仕事を持っている方も多い

ことがわかります。 

0.3 

1.8 

1.5 

0.4 

0.7 

0.3 

11.7 

1.9 

4.5 

2.2 

0.4 

0.6 
0.3 

3.4 

2.1 

2.3 

4.5 

0.7 
0.6 

0.4 

1.0 

4.3 

1.9 

8.4 

3.4 

5.0 

2.1 

0.9 

5.1 

2.3 

5.1 

2.9 

12.2 

18.5 

3.5 

61.6 

61.9 

55.4 

65.5 

57.9 

52.5 

55.0 

24.8 

25.2 

22.9 

26.5 

23.0 

26.0 

24.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

老人クラブ

町内会・自治会

収入のある仕事

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回
年に数回 参加していない 不明・無回答

（N=682）
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2.2 
1.8 

2.2 

3.7 

3.4 

24.3 

6.6 

9.2 

14.5 

7.0 

15.7 

9.4 

0

5

10

15

20

25

30

０点 １点 ２点 ３点 ４点 ５点 ６点 ７点 ８点 ９点 10点 不明・

無回答

（％） （N＝682）

平均点＝6.54点

⑦ いきいきした地域づくり活動への参加について（単数回答） 
いきいきした地域づくり活動への参加については「是非参加したい」と「参加してもよい」

を合わせた割合は５割を超えており、高齢者の地域活動への参加意識の高さがうかがえます。 

地域活動への参加は、健康や生きがいづくりにつながるため、住民が活動に参加できるた

めの支援が必要とされます。 

 

5.9 45.3 36.7 12.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝682

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 不明・無回答
 

 

 

 
⑧ 主観的な幸福度について（単数回答） 
「自分がどの程度幸せか」を 10点満点で尋ねる主観的な幸福度についてみると、不明・無

回答を除く全体の５割強の方が「６点」以上と回答しており、平均点は 6.54点となっていま

す。 
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⑨ 身体の症状や状況について（複数回答） 
身体の症状や状況については、「腰が痛い」が４割を超え、「ヒザが痛い」「動作が鈍くなっ

た」「正座ができない」の３項目が３割を超えています。高齢になり足腰が弱ってくることか

ら、日常生活における動作がつらくなっていることがうかがえます。 

 

35.9 

42.5 

26.2 

18.2 

20.1 

8.4 

35.6 

33.4 

27.7 

4.4 

26.1 

9.4 

7.8 

18.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

ヒザが痛い

腰が痛い

階段の昇り降りがつらい

歩幅が狭くなった

よくつまずくようになった

外に出るのがつらい

動作が鈍くなった

正座ができない

座ったり、立ったりがつらい

家事（料理や洗濯等）が
できなくなった

物忘れが多くなった

何もする気が起こらない

楽しみがない

不明・無回答

（N＝682）
（％）
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⑩ 介護予防に取り組んでいない理由について（複数回答） 
介護予防に取り組んでいない理由については、「きっかけがないから」「健康状態や体力に

自信があるから」がそれぞれ３割弱を占めていますが、「具体的な取り組み方がわからないか

ら」「忙しくて時間がないから」がそれぞれ２割強あり、具体的な取り組みやきっかけとなる

ような施策が必要とみられます。 

27.2 

24.4 

24.6 

27.5 

15.6 

2.8 

8.5 

9.9 

6.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

健康状態や体力に自信があるから

忙しくて時間がないから

具体的な取り組み方が
わからないから

きっかけがないから

一人では取り組みづらいから

取り組む場所がないから

経済的に余裕がないから

介護予防に関心がないから

不明・無回答

（N＝353）

（％）
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⑪ 日常生活の中で、手助けしてほしいと思うことについて（複数回答） 
日常生活の中で手助けしてほしいと思うことについては、「大型ごみの処理」、次いで「外

出の際の移動支援（通院含む）」「電球や蛍光灯などの交換」「掃除」が上位にあげられていま

す。加齢により、今までできていたことができなくなっている状況がうかがえます。 

また、この中には、介護保険の訪問介護（ホームヘルプサービス）では対応できないもの

も多く含まれています。 

「不明・無回答」の割合が高いのは、「特になし」との選択肢がなかったためとみられます。 

 

 

 
11.9 

2.1 

4.8 

4.5 

5.4 

7.2 

1.8 

4.7 

1.8 

11.0 

6.9 

6.5 

15.2 

1.2 

0.9 

6.5 

1.0 

2.5 

0.6 

6.6 

47.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

外出の際の移動支援（通院含む）

交流や外出の機会がほしい

話し相手がほしい

食事のしたくや後片付け

買い物

掃除

洗濯

布団干し

ごみ出し

電球や蛍光灯などの交換

庭木の手入れ

草むしり、草刈り

大型ごみの処理

散髪

入浴

家電やパソコン、携帯電話の使い方

預貯金の出し入れ

税金の支払いや公共機関の手続き

財産・お金の管理

その他

不明・無回答

（N＝682） （％）
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⑫ 近所との関わりについて（複数回答） 
近所との関わりについては、「あいさつをする程度」が５割を超え最も高く、「近所の人と

家を行き来している」が３割を超え、「自治会やお祭りなど地域の集まりに参加している」が

２割を超えるなど、地域でのつながりの強さがうかがえます。 

6.0 

55.7 

35.8 

23.3 

14.7 

9.7 

7.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

近所の人とはほとんど顔を合わさな
い、ほとんどつきあいはない

あいさつをする程度

近所の人と家を行き来している

自治会やお祭りなど地域の集まりに
参加している

地域のグループに参加している

自治会や地域のグループの役員をし
ている

不明・無回答

（N＝682）

（％）
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⑬ 家族介護への支援・理解について（複数回答） 
家族介護への支援・理解については、「介護サービス（ショートステイなど）の利用による、

身体的負担軽減への支援」が５割弱、「介護用品の支給など、経済的負担軽減への支援」が４

割弱など、身体的・経済的負担軽減への支援が必要とされています。 

25.5 

11.3 

1.6 

37.0 

11.6 

0.7 

39.0 

47.5 

23.5 

7.5 

1.6 

15.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

介護方法の情報提供

介護に対する地域の理解

介護に対する職場の理解

介護に対する家族の協力

認知症に対する地域の理解

認知症に対する職場の理解

介護用品の支給など、経済的負担軽減
への支援

介護サービス（ショートステイなど）利用
による、身体的負担軽減への支援

悩みごとを相談できる場所など、精神
的負担軽減への支援

介護者同士が交流を図れる集いの場

その他

不明・無回答

（N＝682）

（％）
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9.2 

14.1 

3.1 

8.8 

1.0 

31.2 

50.1 

48.2 

48.2 

29.2 

28.7 

6.9 

14.8 

11.6 

33.1 

30.8 

28.9 

33.9 

31.4 

36.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域包括支援センター

湯浅町健康福祉課

民生委員・児童委員

湯浅町社会福祉協議会

県の相談窓口

知っておりすでに相談したことがある
知ってはいるが相談したことはない
まったく知らない
不明・無回答

（N=682）

⑭ 高齢者等の相談窓口の認知度について（単数回答） 
高齢者等の相談窓口の認知度については、「県の相談窓口」を除き、認知度は高くなってい

ます。特に「湯浅町健康福祉課」の認知度は６割強、「湯浅町社会福祉協議会」「民生委員・

児童委員」の認知度は５割強と高くなっています。 

また、実際に相談をした方の６～７割が「満足」と回答しており、今後さらに認知度を向

上させることが高齢者の相談窓口としての機能強化につながると考えられます。 
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（４）在宅介護実態調査 

① 世帯類型について（単数回答） 
世帯類型については、「夫婦のみの世帯」が 26.5％と最も高く、次いで「単身世帯」が 22.8％、

「その他」が 43.8％となっています。「単身世帯」と「夫婦のみの世帯」を合わせた割合は５

割弱となっています。 

 

22.8 26.5 43.8 6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝162

単身世帯 夫婦のみの世帯 その他 不明・無回答

 

 

 

 

② 家族や親族からの介護について（単数回答） 
家族や親族からの介護を週にどのくらい受けているかについては、「ほぼ毎日」が６割弱で

最も高く、次いで「受けていない」「週に１～２日」が１割前後となっています。 

11.1 5.6 9.9 5.6 59.3 8.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝162

受けていない 週に１日よりも少ない 週に１～２日 週に３～４日 ほぼ毎日 不明・無回答
 

 

 

 



 28 

③ 介護を理由とした離職について（単数回答） 
家族やご親族の中で介護を主な理由として過去１年の間に仕事を辞めた方がいたかどうか

については、「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」が 47.7％と最も高く、次いで

「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」が 12.3％、「わからない」が 10.0％となっていま

す。 

介護を理由として仕事を辞めた方の割合は２割弱とみられます。 

12.3 

2.3 

0.8 

2.3 

47.7 

10.0 

24.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を
辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族は
いない

わからない

不明・無回答

（％）（N=130）

 
 

 

 

 

④ 主な介護者の方の年齢について（単数回答） 
主な介護者の方の年齢については、「60 代」が 36.2％と最も高く、次いで「50 代」が 23.1％、

「70 代」が 16.2％となっています。介護者の年齢は 60 歳以上が７割弱となっており、老々

介護などの状況がみられます。 

2.3 4.6 23.1 36.2 16.2 15.4 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝130

30歳未満 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上 わからない 不明・無回答
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⑤ 現在の生活を継続するにあたって、主な介護者が不安に感じる介護等について 
（複数回答） 
現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者が不安に感じる介護等については、「認

知症への対応」が 43.1％と最も高く、次いで「夜間の排泄」が 34.6％、「食事の準備（調理

等）」が 27.7％となっています。 

20.8 

34.6 

10.8 

19.2 

6.9 

10.0 

16.2 

18.5 

7.7 

43.1 

7.7 

27.7 

14.6 

14.6 

9.2 

7.7 

3.1 

6.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

不明・無回答

（％）（N=130）
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⑥ 主な介護者の方の現在の勤務形態について（単数回答） 
主な介護者の現在の勤務形態については、「働いていない」が 36.9％と最も高く、次いで「フ

ルタイムで働いている」が 25.4％、「パートタイムで働いている」が 23.8％となっています。 

働きながら介護をされている方の割合は５割弱となっています。 

25.4 23.8 36.9 

0.8 

13.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝130

フルタイムで働いている パートタイムで働いている
働いていない 主な介護者に確認しないと、わからない
不明・無回答  

    
    
    
⑦ 主な介護者の方の働き方の調整等について（複数回答） 
主な介護者の方が介護をするにあたって働き方についての調整等をしているかについては、

「特に行っていない」が 37.5％と最も高く、次いで「介護のために、『労働時間を調整（残業

免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）』しながら、働いている」が 34.4％となっていま

す。 

働き方の調整等を行っている方の割合は全体の５割となっています。 

37.5 

34.4 

6.3 

3.1 

17.2 

1.6 

10.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

１.特に行っていない

２.介護のために、「労働時間を調整（残業免除、
短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しながら、

働いている

３.介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を
取りながら、働いている

４.介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働
いている

５.介護のために、２～４以外の調整をしながら、働
いている

６.主な介護者に確認しないと、わからない

不明・無回答

（％）（N=64）
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⑧ 今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについて（複数回答） 
今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについては、「移送サービス（介護・

福祉タクシー等）」「見守り、声かけ」がそれぞれ 29.7％、次いで「洗濯・掃除」「配食」「調

理」「外出同行（通院、買い物など）」が２割台となっています。 

外出への支援・サービス、家事関係が在宅生活を継続して行うために必要とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 主な介護者の方が働きながら介護を続けていけるかについて（単数回答） 
主な介護者が今後も働きながら介護を続けていけるかについては、「問題はあるが、何とか

続けていける」が 53.1％と最も高く、次いで「問題なく、続けていける」が 12.5％となって

います。 

全体の３分の２の方が介護を続けていけると回答していますが、介護を続けていくのが困

難との回答も２割強あり、介護を続けるための支援が必要とされています。 

12.5 53.1 10.9 10.9 4.7 7.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N＝64

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける
続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
主な介護者に確認しないと、わからない 不明・無回答  

 

 

 

25.0 

23.4 

26.6 

18.8 

20.3 

23.4 

29.7 

29.7 

20.3 

1.6 

29.7 

6.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

配食

調理

洗濯・掃除

買い物（宅配は含まない）

ごみ出し

外出同行（通院・買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなど定期的な通いの場

その他

特になし

不明・無回答

（％）（N=64）
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５ 湯浅町における高齢者福祉を取り巻く課題 

（１）地域包括ケアシステムへの推進 

核家族化の進行とともに、本町においてもひとり暮らし高齢者世帯や高齢者夫婦のみの世帯

が増加傾向にあり、高齢者の介護・福祉ニーズも多様化してきています。 

介護が必要な状態となっても、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、医療、

介護、生活支援・介護予防、住まいの各分野におけるサービスを充実させるとともに、各事業所や

多様な主体が連携してサービスを提供できる「地域包括ケアシステム」が必要とされます。 

本町では、地域包括支援センターを中心とした地域ケア会議の開催や在宅医療・介護の連携

推進、認知症施策の推進に努めるとともに、地域のさまざまなニーズに対応したサービスの提

供体制の構築を図ります。 

また、近年増加する高齢者に対する虐待防止、権利擁護等に対する正しい知識の普及に努め

ることで、高齢者の尊厳の維持に努め、高齢者の安心・安全を確保するための防犯・防災体制

の強化を図ります。 

 

（２）認知症施策の推進 

今回の在宅介護者へのアンケートでは、主な介護者が現在の生活を継続するにあたり、不安

に感じる介護として、「認知症への対応」がトップに挙げられています。今後、団塊世代の後期

高齢者への移行など高齢化が一層進行することに伴い、認知症高齢者の増加が予測されます。 

認知症は早期に発見し、早期に適切なケアを行うことで、進行緩和を図ることが可能です。

そのため、保健・医療機関等と連携し、早期の発見・対応を可能とする体制整備のほか、認知

症予防対策や相談体制の整備、認知症家族への支援、認知症サポーター養成講座などによる認

知症に関する正しい理解の促進に取り組んで行きます。 

 

（３）健康づくりと生活支援サービスの充実 

本町の高齢化率及び要介護認定率は、少子高齢化の進展により年々高くなっています。今後、

さらなる高齢化の進展により、要介護認定者の増加が予測されています。 

多くの高齢者が心身ともに健康であり、生きがいを持ち、積極的に社会参加・社会的役割を

持つことが求められており、社会参加、活躍の場の整備を進めます。さらに健康相談や介護予

防教室、サロン事業等の充実を図り、生活支援サービスの担い手として、住民の主体的な社会

参加の促進を支援します。 

健康づくりの延長に介護予防があることを意識し、元気な時から自ら介護予防に取り組むこ

とができるよう、今後も情報発信や健康相談等の啓発活動、相談支援を充実させ、介護予防に

対する意識の向上を図ります。また、生活支援コーディネーターを中心として多様な主体によ

る協議体を設置し、生活支援サービスの充実を目指します。 
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（４）自立支援・重度化防止の推進 

介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域で可能な限り自立した生活を送るためには、

個々のニーズや状態、ライフスタイルに合わせた支援を行うことが重要です。高齢者自身も、

自立した生活を送る工夫が必要です。高齢者や事業所などの関係機関に対し、自立支援・重度

化防止の意識づけを図っていきます。 

また、介護を必要とする方に適切な情報を提供するため、地域包括支援センターなどの高齢

者の相談窓口の認知度の向上に努め、介護保険制度の仕組みや各種サービスの内容に対する理

解を進めることで、介護サービスへの不安や疑問の解消に努めていきます。 

なお、多様なニーズに的確に応えるため、介護・保健福祉・医療などの関係機関が連携した

介護保険サービスのみならず、従来の介護予防訪問サービス・介護予防通所介護サービスに代

わる介護予防・日常生活支援総合事業として、基準緩和型のサービスや住民主体型のサービス

の創出に努めます。町・住民・事業所等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実させる

ことで、地域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者に対する効果的かつ効率的な支援等を

目指します。 

 

（５）介護保険サービスの充実と介護給付の適正化 

高齢者人口が増加し、要介護認定者数が増加傾向にある状況を踏まえ、高齢者が介護を要す

る状態になっても、できる限り住み慣れた家庭や地域で自立した生活が継続できるよう、サー

ビス基盤の整備を進める必要があります。 

今後もニーズの把握に努めながら、十分なサービス量と安定した質の確保のための方策を検

討するとともに、主要５事業を基本とした介護給付の適正化への取り組みも必要とされていま

す。 

 



 34 

 

第３章 計画の基本的な考え方 
 

１ 計画の基本理念 

 

介護保険制度が平成 12 年にスタートして 17 年が経過し、介護保険料の高騰、介護人材の不

足など、超高齢化による課題がみられます。高齢者が住み慣れた地域で安心して生きがいを持

って人生を送るための環境づくりの必要性がますます高まっています。 

本町においては、「第三次湯浅町長期総合計画」の計画目標の一つとして掲げた「一人ひとり

がともに輝き、温もりのあるひとづくり」の下、高齢者施策を総合的に推進してきました。 

今後も、行政が実施する高齢者施策の推進はもちろんのこと、地域住民、関係機関・団体、

事業所などがそれぞれの役割を担い、本町における地域包括ケアシステムを推進することで、

地域における高齢者の自立した生活を支えていきます。 

高齢者をはじめ、その家族や地域住民があたたかい心で助け合い、支え合うことで、いきい

きと暮らすことができるよう、第６期に引き続き、計画の基本理念を次のように掲げます。 

 

 

 

 

 

 

計画の基本理念計画の基本理念計画の基本理念計画の基本理念    

 

一人ひとりがともに輝き、温もりのあるひとづくり 
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２ 計画の目標 

 

（１）地域包括ケアシステムの推進 

地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が地域の自主性や主体性に基づき、

地域の特性に応じてつくり上げていくことが必要とされています。今後、認知症高齢者の増加

も見込まれることから、認知症高齢者等の地域での生活を支えるためにも地域包括ケアシステ

ムの構築が重要となっています。 

このため、地域における高齢者支援や相談窓口の総合的なマネジメントを行う中核機関とし

て、介護保険サービスや高齢者福祉サービス等の必要なサービスを提供できるよう、地域包括

支援センターの機能強化を図ります。サービス提供に必要な情報の共有化を図りながら、一体

的な相談体制や人員体制の強化を図るとともに、介護支援専門員とかかりつけ医の連携、在宅

と施設の連携、自立支援・重度化防止への取り組みなど、利用者一人ひとりについて、さまざ

まな職種が連携し、継続的に支援していくためにより一層の機能強化に努めます。 

また、高齢者に対する虐待防止、権利擁護等に対する正しい知識の普及や、高齢者支援を念

頭においた防災体制等の強化などに努め、安心して暮らせる強いまちづくりを進めます。 

 

 

 

 

  

■地域包括ケアシステムのイメージ 

生活支援・介護予防 

■在宅系サービス： 
・訪問介護・訪問看護 
・通所介護 
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 等 
■介護予防サービス 

・急性期病院 

・亜急性期・回復期 

リハビリ病院 

・自宅 

・サービス付き高齢者向け住宅 

 等 

介 護 

医 療 

・地域包括支援センター 

・ケアマネジャー 

住まい 

通所・入所 

通院・入院 

相談業務やサービスのコー

ディネートを行います 

日常の医療： 

かかりつけ医 

地域の連携病院 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

介護が必要になったら 

いつまでも元気で暮らすために 

病気になったら 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 
・特定施設入居者生活介護 等 
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（２）介護予防の充実と地域で支え合う体制づくり 

高齢者が健康に暮らしていくためには、住民一人ひとりが健康づくりに対して積極的に取り

組んでいけるようにすることが大切です。 

介護予防・日常生活支援総合事業や一般介護予防事業の新たな展開などにより、誰もが気軽

に参加できる地域での健康づくりの充実や多様な主体による支え合いの仕組みづくりを目指し

ます。 

特に、要支援・要介護状態になるおそれのある高齢者を早期発見するためのネットワークづ

くりを進め、疾病予防や介護予防を目指します。 

また、元気な高齢者自身を含めた地域に暮らす住民一人ひとりが地域に目を向け、主体的に

かかわり、支え合う仕組みの普及を図り、お互いが気軽に支え合える地域づくりを支援し、住

みよい地域づくりを目指します。 

さらに地域での生涯学習・生涯スポーツ活動などの充実や、老人クラブ、ボランティア、Ｎ

ＰＯ団体などさまざまな活動への参加の促進、就労への支援によって、地域での仲間づくりや

生きがいづくりにつなげ、元気な高齢者が地域社会の一員として積極的な社会参加を目指せる

よう促します。 

 

（３）介護保険の適正な運営と持続可能性の確保 

全国的な動向として、団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年に向け、高齢化のさらなる進

展と介護保険サービスニーズのさらなる増大が予想されています。本町においても、75 歳以上

高齢者の増加が予測されており、介護保険制度のサービス提供体制を持続可能なものとして整

備していくために、確実な将来予測に基づいた制度設計と、負担と給付の適正化が求められま

す。 

ケアプランの点検及び給付状況の点検、縦覧点検等を実施し、介護給付の適正化を図るとと

もに、公正、公平な要介護等の認定、介護サービス事業者の適正な運営のための指導、監査を

実施することで、引き続き、適正な介護保険事業の運営と持続可能性の確保を図ります。 
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一人ひとりがともに輝き、温もりのあるひとづくり 

基本目標１ 地域包括ケアシステムの推進 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

（２）地域生活支援体制の充実 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

（２）健康づくりの推進 

基本目標３ 介護保険の適正な運営と持続可能性の確保 

（３）認知症施策の充実 

（５）高齢者福祉サービスの推進 

（４）高齢者虐待防止及び権利擁護体制の充実 

（６）安心・安全な暮らしの環境整備 

基本目標２ 介護予防の充実と地域で支え合う体制づくり 

（３）生きがいづくり活動への支援 

（４）地域で支え合う体制づくり 

介護保険事業の推進 
１ 保険料算定の流れ  ２ 第１号被保険者数等の推計 

３ 事業量の推計  ４ 保険料の算定 

 

３ 計画の施策体系 
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第４章 施策の内容 
 

１ 地域包括ケアシステムの推進 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

① 地域包括支援センターの機能の充実 
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、平成 18 年度に地域包括支援センターを

設置し、主任介護支援専門員（主任ケアマネジャー）・社会福祉士・保健師の３職種を配置し

ています。 

地域包括支援センターについては、地域における高齢者支援や相談窓口の総合的なマネジ

メントを行う中核機関として、介護と医療・在宅と施設の連携など、利用者一人ひとりにつ

いて継続的に支援していくために、適正な人員配置や人材育成に努め、さらなる機能強化に

努めます。 

地域ケア会議については、平成 21年度から内容を充実させ、地域包括支援センターとして

の定例会議を毎月の月初めに開催するとともに、他市町の地域包括支援センターやサービス

事業者、関係者等との地域ケア会議を年６回程度開催し、情報共有や情報交換に努めていま

す。また、平成 29 年度から予防ケースを対象とした地域ケア個別会議も実施しています。 

人員については、総合事業等地域支援事業の改正に合わせて事務職員を配置し、体制を補

強しています。 

 
■地域包括支援センターの主要業務 

 

１．介護予防ケアマネジメント 

介護予防ケアプランの作成と介護予防事業のマネジメントを一体的に実施し、要介護状態になる

ことの予防と重度化防止に努めます。 

 

２．総合相談・支援 

高齢者の各種相談に対応し、保健・医療・福祉制度を横断的・多面的に活用して必要なサービ

スにつなぐための支援を行います。 

 

３．権利擁護 

高齢者に対する虐待の防止や早期発見のための事業、その他権利擁護事業を行います。 

 

４．包括的・継続的ケアマネジメント 

介護支援専門員（ケアマネジャー）に対する日常的な個別指導や支援困難事例等への支援、そ

して地域のケアネットワークづくりなどを行います。 

 

 

また、介護予防・日常生活支援総合事業の創設に伴い、以下の４事業が社会保障充実分と

して包括的支援事業に追加されています。 
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○在宅医療・介護連携推進事業 

○認知症総合支援事業（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員の設置等） 

○生活支援体制整備事業（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

○地域ケア会議の充実 
 

■地域包括支援センターの機能強化 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
② 在宅医療・介護の連携強化 
高齢者の心身の状態にあわせ、介護保険サービスと医療・福祉のサービスを一体的に、継

続して提供できるよう、介護・保健・医療・福祉の各分野を有機的につなぐ連携体制の確保

を図ります。  

本町では、地域包括支援センターを中心として地域、かかりつけ医、サービス事業者、社

会福祉協議会等との連携の一層の充実に努めています。平成 29 年６月から、湯浅町安全安心

ネットワーク協議会に在宅医療推進部会を設立しており、多職種間の情報共有に努めます。 
 
③ 地域の見守り体制の整備 
高齢者が地域で安心して暮らせるために、民生児童委員、老人クラブ等、地域活動を行っ

ている団体や組織が効果的に見守り活動を行うことができるよう、見守り体制の整備を推進

します。また、湯浅町安全安心ネットワーク協議会の見守り部会を中心に、湯浅町ケアマッ

プや社会資源リストを作成・配布し、啓発部会が地域に出向いて、近隣住民の日常的な見守

りの啓発に努めています。 
 
④ 地域包括支援センターの適正な運営 
今後も、地域包括支援センターの円滑かつ適正な運営と公正・中立性の確保を図るため、

事業者、関係団体、被保険者等から構成される「湯浅町地域包括支援センター・地域密着型

サービス運営協議会」を設置し、センターの運営状況について定期的な評価を行うとともに、

各関係者との連携を促進します。 

平成 28 年以降の見直し 

包括的支援事業（新）包括的支援事業（新）包括的支援事業（新）包括的支援事業（新）    

平成 18 年～平成 27 年まで 

○社会保障充実分 

●在宅医療・介護連携推進事業 
●生活支援体制整備事業  
 （コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

 
●認知症総合支援事業 

（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支
援推進員の設置等） 

●地域ケア会議の充実 

○任意事業 

包括的支援事業（旧）包括的支援事業（旧）包括的支援事業（旧）包括的支援事業（旧）    

○地域包括支援センターの運営 
（介護予防ケアマネジメント、総合相談支援
業務、権利擁護業務、ケアマネジメント援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域包括支援センターの運営 
（介護予防ケアマネジメント、総合相談支援業
務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援） 

 

  

 

 

 

  

 

○任意事業 
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（２）地域生活支援体制の充実 

介護や生活支援が必要な状態になっても、高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮

らすためには、社会全体で支え合う地域コミュニティの存在が重要となります。 

本町では、既存の地域のつながり・支え合い等がありますが、今後はこれらの生活支援やつ

ながりを体系化（ネットワークの構築）していくことが必要です。生活支援コーディネーター

を設置し、地域の実情に応じた資源の開発や、ニーズと社会資源のマッチングにより必要な人

に必要なサービスを提供できる仕組みづくりを推進します。 

また、地域全体で支えるという意味からも、多様な関係主体（ボランティア、ＮＰＯ、社会

福祉法人、企業、自治会、老人クラブ等）による協議体を設置し、定期的な情報共有及び連携、

協働をしながら取り組みを推進していきます。 

 

【参考】生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置    

→多様な主体による多様な取り組みのコーディネート機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネ
ート機能は、以下の A～C の機能があるが、当面 A と B の機能を中心に充実。 

○地域に不足するサービスの創出 
○サービスの担い手の養成 
○元気な高齢者などが担い手とし

て活動する場の確保 など 

（Ａ）資源開発 

○関係者の情報共有 
○サービス提供主体間の連携の

体制づくり など 

（Ｂ）ネットワーク構築 

○地域支援ニーズとサービス提供
主体の活動をマッチング など 

（Ｃ）ニーズと取り組みのマッチング  

（（（（2222））））協議体の設置協議体の設置協議体の設置協議体の設置→多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取り組みを推進。 

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例画例画例画例    

 
ＮＰＯ 民間企業 協同組合 ボランティア 社会福祉法人 

等 

※コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様
な主体が活用できる仕組みとする予定であるが、地域包括支援センターと連携しながら活動す
ることが重要です。 

生
活

支
援

・
介

護
予

防
の

基
盤

整
備

に
向

け
た

取
り

組
み
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（３）認知症施策の充実 

① 認知症予防対策の推進 
健康診断や健康教育等の機会や「広報ゆあさ」等の媒体を通じて、住民の健康管理の啓発・

促進に取り組みます。 

また、専門医療機関の連携室や各種相談窓口等との連携を強化し、適切な医療につなげる

ことができる仕組みづくりを進めます。 

平成30年度より認知症地域支援推進員を中心とした計画的な認知症予防対策を推進します。 

 

② 相談体制の整備と早期発見・早期対応 
認知症は早期に発見し、早期に適切なケアを行うことで、進行緩和を図ることが可能です。

そのため、相談機会の確保や、かかりつけ医と地域包括支援センターとの連携強化、発見後

の適切なフォロー体制の整備が重要となっています。 

個別ケースについては、窓口や啓発イベント等での相談対応の機会を広げるとともに、地

域や家族からの個々の相談について、医療機関につなげる等の連携対応に努めています。 

平成 30 年度から認知症初期集中支援チームがスタートし、認知症の人やその家族への支援

をより早期のかかわり、診断、対応に向けたものにする体制を構築していきます。 

 

③ 家族介護者への支援 
認知症は、高齢者が要介護状態になる主要な原因の一つであり、高齢者本人だけでなく、

家族介護者の負担を伴う疾患です。 

現在は認知症介護者支援交流会「ぴあサロン」を開催し、家族への支援を行っています。

引き続き同事業を開催し、認知症患者を支える家族の情報交換や精神的負担の軽減を図って

いきます。 

 

④ 認知症に関する正しい理解の促進 
認知症の人が身近な地域で安心して暮らしていくためには、地域住民の気づきと支援の輪

を広げ、認知症高齢者とその家族を地域で支えるための環境づくりを推進することが必要と

なっています。 

本町では認知症キャラバンメイト事務局として「認知症サポーター養成講座」を開催して

おり、平成 29 年度は開催回数９回、受講者数 166 人、総受講者数は 899 名となっています。

また、講演会、認知症予防教室、老人大学、愛あいまつり等、町主催イベントを利用した啓

発活動を実施し、有田管内事業者等との合同で啓発イベント「認とも」を年１回開催してい

ます。 

今後も、引き続き町主催のイベントや「認知症サポーター養成講座」等を通して、認知症

に対する理解を促進しながら、認知症サポーターやキャラバンメイト、ぴあサロン参加者の

増加に努めます。 
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■認知症サポーター養成講座の実施回数 

 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

受講者数 人 216 210 166 

開催回数 回 8 6 9 

 
■キャラバンメイト登録者数 

 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

登録者数 人 23 24 26 

 
■ぴあサロン参加者数 

 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

延べ参者数 人 27 23 20 

開催回数 回 11 10 10 

 
■認知症予防「わくわく教室」参加者数 

 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

参加人数 人 53 48 64 

 

 

  

指標名 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

キャラバンメイト登録者数(回) 26 28 30 32 

 

※平成 29年度は見込み 
  

※平成 29年度は見込み 
  

※平成 29年度は見込み 
  

※平成 29年度は見込み 
  

数値目標数値目標数値目標数値目標    

※平成 29年度は見込み 
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（４）高齢者虐待防止及び権利擁護体制の充実 

① 高齢者の権利擁護の充実 
悪質商法やリフォーム詐欺等、高齢者をねらった事件が後を絶ちません。今後、後期高齢

者の増加に伴い、認知症のひとり暮らし高齢者の増加が見込まれる中、権利擁護への取り組

みがより一層重要となっています。 

第６期計画では、虐待発生時の緊急性に応じて生活管理指導短期宿泊事業を活用し、また

老人福祉法によるやむを得ない事由による措置制度を整備しました。地域ケア会議における

事例検討、研修への参加(高齢者虐待専門職相談研修、社会貢献型後見人研修）により、権利

擁護に係る関係者の共通認識を深め、連携、対応を促進しました。 

今後は、個別事例に係る対応、連携を継続するとともに、行政窓口の周知や成年後見等各

種制度の普及、啓発に努めます。 

 

② 高齢者虐待防止対策の推進 
高齢者虐待は密室で発生している場合が多く、発見が遅れることで、事態が深刻化するこ

とがあります。本町では「湯浅町高齢者安心安全ネットワーク協議会」が組織されています。 

高齢者虐待防止法や虐待発生時に相談する地域包支援センター等行政窓口の周知に努め、 

「安心安全ネットワーク協議会」による早期発見・見守りネットワークの構築及び関係機

関の連携支援を図りました。 

今後は、高齢者虐待防止法や各種措置制度等、身体拘束ゼロに向けた取り組み等に関する

啓発を進め、社会福祉協議会や民生児童委員、老人クラブ、医師会、サービス事業者、行政、

地域包括支援センター、警察・消防等のネットワーク活動の充実により、高齢者の虐待防止

や早期発見、対応の仕組みを強化します。 

 

 

（５）高齢者福祉サービスの推進 

本町では、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活することができるよう、さまざまな事業

を実施しています。少子高齢化や核家族化などで地域社会のつながりが希薄化し、貧困問題や

孤立等の生活課題がより深刻化している中、社会福祉協議会や包括支援センター、民生児童委

員等さまざまな団体、方々との連携をより密にし、一人ひとりのニーズに沿った福祉サービス

の提供に努めていきます。 

 

① 外出支援サービス 
公共交通機関での移動が困難な高齢者に対し、移動用車両を用いて自宅と医療機関等との

移動を支援するサービスです。要介護４または５と認定された方を対象としており、利用回

数は月に 20 回を限度としています。 

高齢者が住み慣れた地域社会での生活を支援し、福祉の向上を図るため、今後も本事業を

継続して推進します。 
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② 緊急通報装置設置給付等 
ひとり暮らし高齢者等の事故や急病に伴う緊急の連絡のため、緊急通報装置を貸し出すサ

ービスです。緊急時の通報は湯浅・広川消防組合で受信しています。 

近隣協力者の高齢化が問題となっているため、今後も、民生児童委員等と連携を密にし、

支援体制を整えていきます。 

 

③ 町内公衆浴場入浴助成施策 
65 歳以上の高齢者で申請があった方に対し、町内に２か所ある温泉や銭湯において町が入

浴助成を行い、健康づくりを推進しています。 

 

④ ひとり暮らし等の高齢者施策 
ひとり暮らし高齢者等に対し、生活の経済的支援や安否確認を兼ねた取り組みを行ってい

ます。高齢者の地域社会での生活を支援し、福祉の向上を図るため、今後も本事業を継続し

ていきます。 

 

④-１ 水道基本料金免除 
65 歳以上のひとり暮らし高齢者世帯（町県民税非課税世帯）の生活を経済的に支援するた

め、水道基本料金を免除しています。 

 

④-２ ひとり暮らし高齢者等への訪問 
65 歳以上のひとり暮らし高齢者の安否確認や閉じこもり防止のため、民生児童委員等によ

り巡回訪問を行っています。今後も、民生児童委員や老人クラブ等と連携しながら、ひとり

暮らし高齢者等の見守り活動の機会の確保に努めます。 

    
⑤ 養護老人ホーム 
概ね 65 歳以上の方で、心身の障がいや家族・住居の状況、経済的状況などから在宅での生

活が困難な方を対象に、養護老人ホーム「なぎ園」等での入所措置を行っています。 

今後も、対象となる高齢者の把握に努めながら、適正な運営を続けます。 

 

⑥ 老人憩の家 
高齢者の心身の健康増進や社会参加の拡大を図るため、生涯学習やレクリエーションの場

として設置している施設です。11 の老人憩の家、介護予防施設としてのふれあいプラザにつ

いて地域住民の協力を得ながら管理しており、自主グループの交流の場として活用されてい

ます。 

老朽化の目立つ施設については、維持管理費との兼ね合いもあり、廃止等の検討が必要と

なっています。 

 

    
    
    



 45 

⑦ 家族介護用品（紙おむつ等）支給事業 
加齢に伴う心身機能の低下により排泄動作等に支障をきたしている高齢者に対し、紙おむ

つ等を支給することにより、在宅生活を支援し、介護者の負担を軽減します。対象者一人に

つき、年間 55,000円を上限とし１回に３か月分を支給しています。 

利用者ごとの入退院状況などをより的確に把握するなど、適正な運用に努めます。 
 

■家族介護用品（紙おむつ等）支給事業の利用実績 

 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

利用者数 人 67 65 66 

    
⑧ 配食サービス事業 
在宅の高齢者世帯や身体障がい者の方々を対象にした配食サービスを実施しています。栄

養バランスに配慮した食事を届け、栄養状態を改善するとともに、居宅を定期的に訪問する

ことで安否確認を行います。社会福祉協議会への委託により週１回実施しており、利用者宅

に手渡しで届け、容器の回収の際にも訪問するため、１回のサービスにつき２回の見守りを

行っています。 

高齢者世帯の見守りのほか、利用者に適正な食事量を目で把握してもらうなど、より積極

的な栄養改善のため利用を啓発していきます。 

 
■配食サービスの利用実績 

 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

利用者数 人 87 97 97 
 
 

 

（６）安心・安全な暮らしの環境整備 

１）防災・防犯体制の促進 

すべての高齢者が安全な環境で安心して暮らすことができるよう、引き続き、防災、防犯

への啓発、相談対応を充実させ被害の防止を図ります。 

 

※平成 29年度は見込み
 

※平成 29年度は見込み
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① 防災への取り組み 
近い将来、東海・東南海・南海地震の発生と地震に伴う巨大な津波被害が予測される中、

避難場所・経路の確保や住宅・公共施設の耐震化等、被害を最小限にするための対策が重要

となっているだけでなく、地域住民の災害対応力の強化が求められています。 

本町では「第三次湯浅町長期総合計画」の中で、まちの将来像として「誇れる郷土をとも

に創造 安心安全のまち 湯浅」を掲げ、住民の協働により、高齢者をはじめ、すべての人

が安全に安心して暮らせる環境づくりに取り組んできました。 

これまで、支援を必要とする高齢者を把握するため、災害時要援護者の登録と情報のシス

テム化を行うほか、高齢者等がいる世帯を対象にした家具転倒防止器具設置事業の実施によ

り、大地震発生時における家具転倒による事故や逃げ遅れの防止を図ることができました。 

今後も、高齢者等が災害時に安全に避難できるよう関係機関と連携し安全確保を図るとと

もに、災害時要援護者情報の更新や災害時要援護者に向けた個別避難計画を作成することで

高齢者の安全の確保に努めます。 

 

② 防犯への取り組み 
近年、振り込め詐欺や悪質商法をはじめとする高齢者をターゲットとした犯罪が全国的に

問題となっています。高齢者は日中に一人で家にいることが多く、身近に相談相手のいない

場合も多いため、加齢に伴う認知機能の低下などから、犯罪の被害者となりやすくなってい

ます。 

老人会等で出前講座を開催し、消費者相談窓口の開催日数を増やすことで消費者被害の防

止を図っています。 

今後も、高齢者の消費者被害防止のため、相談体制の強化や出前講座の開催、広報誌等に

よる啓発に努めます。 

  

２）高齢者にやさしい環境整備 

本計画でも引き続き、高齢者や障がい者が安全で快適に移動できる施設や道路環境の整備

を促進することで、誰もが安心していきいきと社会参加できるまちを目指します。 

「和歌山県福祉のまちづくり条例」や「バリアフリー新法※」等に則り、公共施設や道路

をはじめ、民間施設等についてもユニバーサルデザイン実現のための啓発を進めます。 

今後も駅前開発や公共施設の整備に際して、利用者の動線等におけるバリアフリーに配慮

し、また説明会等の機会を通して住民とのコミュニケーションを図り、民間施設等へのユニ

バーサルデザインの啓発にも貢献していきます。既存施設についても、障がい者用駐車スペ

ースや点字ブロックを阻害しない等の適正利用について啓発を続けます。 

介護保険事業による住宅改修の利用については、訪問調査や地域ケア会議等の機会を通じ

て、より効果的な住宅改修のあり方を検討、啓発します。 

 

 

 

※バリアフリー新法―正式名称は「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」といい、公共交通機関
の旅客施設や車両、道路、駐車場、公園、建築物の構造や設備の改善等を通して、高齢者、障がい者等の移動や施
設利用の利便性、安全性を向上することを目的としています。 
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２ 介護予防の充実と地域で支え合う体制づくり 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

介護予防・日常生活支援総合事業とは、市町村が中心となり、地域の実情に応じて、住民等

の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくり

を推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すもので

す。 

介護予防・日常生活支援総合事業は、「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介護予

防事業」で構成されています。 

 

■事業の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

１）介護予防・生活支援サービス事業の推進 

介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、平成 29 年度には予防給付から「介護予防・生

活支援サービス事業」へ移行し、地域の実情に応じた取り組みができることとされました。 

第６期計画においては、利用者の受けられるサービスの質の低下を避け、事業者の安定的

な経営が確保されるために現行相当サービスのみを導入しました。また、二次予防事業や任

意事業として委託実施していた訪問・通所介護事業についても、同事業へ統合しています。 

 

１．介護予防給付（要支援 1～２）のうち 
 
①①①①介護予防訪問介護介護予防訪問介護介護予防訪問介護介護予防訪問介護 
②②②②介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護 

介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援 1～２、それ以外の者） 
※要介護１～５を除く 

 
①①①①介護予防・生活支援サービス事業介護予防・生活支援サービス事業介護予防・生活支援サービス事業介護予防・生活支援サービス事業 
・訪問型サービス 
・通所型サービス 
・生活支援サービス（配食等） 
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

 
②②②②一般介護予防事業一般介護予防事業一般介護予防事業一般介護予防事業 
・介護予防把握事業 
・介護予防普及啓発事業 
・地域介護予防活動支援事業 
・一般介護予防事業評価事業 
・地域リハビリテーション活動支援事業 
 

 
 

２．介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 
 
①①①①一次予防事業一次予防事業一次予防事業一次予防事業 
・介護予防普及啓発事業 
・地域介護予防活動支援事業 
・一次予防事業評価事業 

②②②②二次予二次予二次予二次予防事業防事業防事業防事業 
・二次予防事業対象者の把握事業 
・通所型介護予防事業 
・訪問型介護予防事業 
・二次予防事業評価事業 

※介護予防・日常生活支援総合事業の場合は、上記
のほか、生活支援サービスを含む要支援者向け事
業、介護予防支援事業。 

地
域
支
援

事
業

 
介

護
予

防
給

付
 

地
域
支
援

事
業

 

〈〈〈〈見直し見直し見直し見直し前前前前〉〉〉〉    〈〈〈〈現在現在現在現在〉〉〉〉    

事業に 
移行 
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① 訪問型サービス 
現行の介護予防訪問介護相当のサービスを実施しています。また、地域の多様なニーズへ

の対応や介護人材の効果的な配置に向けて、事業者等と十分に協議した上で、緩和された基

準によるサービスを推進します。 

 

② 通所型サービス 
現行の介護予防通所介護相当のサービスを実施しています。また、地域のリハビリテーシ

ョン専門職を活用した短期集中型のサービスについては、２か所において委託実施していま

す。 

地域の多様なニーズへの対応や介護人材の効果的な配置に向けて、事業者等と十分に協議

した上で、緩和された基準によるサービスを推進します。 

 

③ その他の生活支援サービス 
見守り等のサービスについては、ニーズを把握し、既存の民間事業者等の活動に配慮した

上で、必要性が高いものについて事業化を検討します。 

 

④ 介護予防ケアマネジメント 
要支援と認定された高齢者や事業対象者を対象に、身体機能の改善の可能性を見つけ、生

活機能の維持・向上を図ることを目標とし、一人ひとりの状態に合った介護予防サービスを

組み合わせて「介護予防ケアプラン」を作成し、要介護への状態悪化の防止を目指します。 

介護予防・生活支援サービスの整備状況により、簡略化されたケアマネジメントの導入に

ついて検討します。 
 

２）一般介護予防事業の充実 

旧来のすべての高齢者を対象とする一次予防事業と要介護リスクの高い高齢者を対象とす

る二次予防事業は、より効果的かつ効率的な介護予防を目指し、総合的な取り組みとしての

一般介護予防事業として再編するよう、制度改革が図られました。 

本町においても、介護予防・日常生活支援総合事業の体制整備に合わせ、介護予防事業の

再編を行いました。 

 

① 介護予防把握事業 
民生児童委員や関係機関及び団体、高齢者本人、家族、地域住民等からの情報や地域包括

支援センターにおける窓口相談等を通じて、介護予防の支援が必要な高齢者の把握を進め、

必要に応じて基本チェックリストを活用することで介護予防事業への参加を促します。 

また、保健事業による健康診断の機会を利用し、来診者に基本チェックリストを実施する

ことで、支援の必要な方を早期に把握し、介護予防・生活支援サービス及び一般介護予防事

業等の利用へとつなげます。 
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■介護予防把握事業の実施状況 

 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

基本 チェッ クリ スト 実施 

件数（健診時） 
件 269 250 260 

  

② 介護予防普及啓発事業 
介護予防に資する基本的な知識の普及啓発をはじめ、住民の主体的な介護予防、健康づく

りの活動を支援します。 

地域の体操教室やサロンの場を活用したり、介護予防講座等の講演会の開催などを通じて、

普及啓発を進めます。 

 

③ 地域介護予防活動支援事業 
介護予防に関する地域の体操教室やサロンなどのさまざまな活動を育成・支援します。平

成 29 年度より町内各地の自主グループの体操に、柔道整復師による指導を入れることで、活

性化を図っています。 

 
■介護予防普及啓発事業の実施状況 

 単位 平成27年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

高齢者筋力トレーニング教室 参加人数 人 150 140 159 

ロコモ予防健康体操参加者数 参加人数 人 26 13 15 

自主グループ(お元気体操) 参加人数 人 42 58 80 

 

    
④ 地域リハビリテーション活動支援事業 
介護予防の取り組みの機能強化のため、理学療法士・作業療法士等のリハビリテーション

専門職が介護予防事業や地域住民主体の取り組みに対して助言等を行う体制の整備に努めま

す。 

 

⑤ 一般介護予防事業評価事業 
一般介護予防事業の対象者に対する事業実施後に、介護予防の意識づくりや地域での取り

組み効果などを評価します。一般高齢者を対象とした意識調査や介護予防教室等の実施状況

に関する評価を行うことで今後の事業計画の作成に役立てます。 

 

 

※平成 29年度は見込み 
  

平成 29年度は見込み 
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（２）健康づくりの推進 

高齢者が要支援・要介護状態になることを予防するために、一人ひとりの生きがいや自己実

現のための取り組みを支援し、活動的で生きがいのある生活や人生を送れるようにすることが

求められます。 

介護予防を目的とする取り組みとして、健康相談・介護予防教室を実施しています。教室で

は、一般高齢者の多様なニーズに対応できるよう、保健師・管理栄養士・歯科衛生士等が健康

の段階に応じた取り組みを行います。また、フィットネス教室の開催や自主活動グループを支

援することにより、主体的な健康づくりに対する意識の高揚を目指していきます。 

今後も、老人クラブ等の地域活動グループと積極的に連携を図り、参加しやすい環境づくり

に努めます。また、健康相談については効果的・継続的な実施への取り組み、介護予防事業に

ついては継続可能な内容の取り組みを進めていきます。 

 

① 健康づくりに対する意識の高揚 
高齢期における健康の保持・増進を図り、疾病や要介護状態になることを予防するために

は、65 歳以上の健康づくりだけでなく、40～64 歳の生活習慣病の予防をはじめとする健康づ

くりが重要となっています。 

２号被保険者についても、健診やフィットネス教室等の運営により、生活習慣病を予防す

る健康づくりを促進し、健康相談、認知症予防教室、老人大学での健康コーナー等で健康づ

くりの啓発活動を実施しました。 

今後も健診、フィットネス教室等については、保健事業のほか、国保事業とも連携し、住

民一般の健康づくりの推進について分かりやすい仕組みの構築に努めます。 

 
■フィットネス教室の実施状況（週２回実施） 

 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

参加者数 人 17 24 17 

 

 

② 主体的な健康づくりに対する支援 
健康づくりは日常的な取り組みが重要であることから、公的な機会の提供だけでなく、住

民の主体的な活動を促進することが重要です。そのためには、一人ひとりが健康づくりに関

心を持ち、「自分の健康は自分で守る」意識と、健康でいるための正しい知識を身につけると

ともに、健康の増進を図るために日常的に活動できる場を提供していく必要があります。 

成人の運動習慣の定着、食習慣の改善等の自主的な健康づくりを目指し、「田村いきいきク

ラブ」、湯浅地区の「スマイルクラブ」の２グループの育成支援を行っています。 

今後も引き続き、食習慣、運動習慣の定着のための啓発、支援を行っていきます。 

 

 

※平成 29年度は見込み
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（３）生きがいづくり活動への支援 

① 生涯学習・生涯スポーツ活動等の充実 
「人生 80年時代」といわれる長寿社会にあって、健康で生きがいのある充実した高齢期を

送るためには、生涯学習や生涯スポーツ活動等の機会を充実させていくことが重要となって

います。本町では、社会福祉協議会や教育委員会、総合センターとの連携の下、「老人大学」

等を開催しています。 

また、生涯スポーツ振興を図り高齢者福祉の向上に資するため、６ゲートボール場（青木、

田、栖原、宮西、吉川、山田）を管理し、老人クラブ等との連携の下にグランドゴルフ大会

やゲートボール大会等を開催しています。 

今後も、関係団体・機関との連携を図りながら、高齢者の多様なニーズに合ったさまざま

な学習機会・スポーツの機会の提供に努めます。 

 

② 老人クラブ活動への支援 
社会福祉協議会との連携し、老人クラブ活動への支援を行っています。ゲートボール大会

や清掃活動、見守り活動など、高齢者の仲間づくり、生きがいづくりの場として、また、青

少年の健全育成等、まちづくりにおいても大きな意義を持つ事業です。平成 29 年度には、65

団体で 3,378 人の高齢者が参加しています。 

しかし、近年のライフスタイルの多様化や活動に対するニーズの違いなどから、本町の老

人クラブへの加入者は年々減少しています。こうした老人クラブの加入者数の減少は活動の

衰退やクラブ数の減少にもつながり、老人クラブの存続にかかる大きな問題となっています。 

今後も、加入者を増やすための広報活動や魅力ある老人クラブづくりに向けた企画支援を

行い、老人クラブ活動の活性化を推進します。 

 

③ 就労に関する支援 
本町では、高齢者が生きがいづくりや経済的な安定を保持するため、長年培ってきた知識

や経験を生かせるような就業機会の確保に努めています。 

総合センター等において、ＮＰＯによる就労相談員や有田振興局からの巡回就労相談員を

配置し、就労支援を行っています。 

今後も、関連団体・機関と連携を図りながら、高齢者の就業意欲を高めるとともに、就業

意欲のある高齢者を適切な就業機会に結びつけるための取り組みを進めます。 

また、シルバー人材センターの設置についても引き続き検討していきます。 
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（４）地域で支え合う体制づくり 

① 地域活動・ボランティア活動の促進 
地域活動・ボランティア活動は、地域の高齢者世帯に対する声かけ・見守りなどから生き

がいづくりに係るボランティアまで多岐にわたっており、地域福祉の向上の一端を担ってい

ます。 

本町では、平成 16 年にボランティア推進協議会が発足しており、すでに配食ボランティア

や洗濯ボランティア等の多様な活動を展開しているほか、社会福祉協議会と連携し、ボラン

ティアに対する意識啓発や地域福祉活動を担う人材の育成を通じてボランティアの人材確保

に努めています。 

今後は、生活支援コーディネーターの配置により、高齢者自身の意欲を損なうことなく、

支え手として地域に関与する場の活性化を推進します。 

 

② 地域の多様な交流の促進 
地域包括ケアシステムの観点から「一人ひとりがともに輝き、温もりあるひとづくり」を

実現するためには、家庭や地域で年齢や障がいの有無などにかかわらず、同じ湯浅町の住民

としてつながりを持ち、思いやりを持って互いに支え合う気持ちを育むことが重要です。 

そのため、老人会、自治会、小中学校との連携による交流を推進し、高齢者との交流を通

じて、高齢者に対する尊敬と思いやりの心を育むことを目指しています。 

今後も、引き続き町内各地の老人会等の活動が自主的かつ活発に行われるよう、必要に応

じて支援を行い、高齢者同士や地域間、世代間の交流を促進します。 



 53 

 

３ 介護保険の適正な運営と持続可能性の確保 

① 介護保険事業の適正・円滑な運営 
高齢者数の増加に伴い、要介護認定者数が増加する中で、予防給付・介護給付ともに右肩

上がりで推移しています。今後も介護保険事業を持続的・安定的に運営していくためには、

利用者に対して適正なサービス提供が行われているかどうかを確認することが重要です。そ

のため、関連団体・機関と連携しながら、利用者に対して過剰なサービスの提供がないかを

点検するための体制強化を図るとともに、主要５事業（要介護認定の適正化、ケアプランの

点検、住宅改修等の点検、縦覧点検・医療費情報との突合、介護給付費通知）の着実な実施

に努めます。 

また、介護保険制度の要である介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質の向上を図るた

め、地域包括支援センターにおいて包括的支援事業として実施される支援困難事例の紹介や、

地域の社会資源等の情報提供を通じて介護支援専門員に対する支援を行っています。介護支

援専門員が高齢者のニーズを的確に汲み取り、地域の社会資源を把握することで、公的なサ

ービスだけでなく、地域のボランティア等が提供するサービスも考慮に入れたケアプランを

作成できるよう引き続き支援していきます。 

 

■要介護認定の適正化■要介護認定の適正化■要介護認定の適正化■要介護認定の適正化    

要介護認定の公平、公正な実施が介護保険への信頼確保に欠かせないことから、本町では

一次判定のための訪問調査は、原則として町職員が調査を行っており、引き続き、認定調査

の平準化を図っていきます。 

加えて、基本チェックリストによる介護予防・生活支援サービスの利用についても、より

円滑な運用を検討します。 

 

■ケアプランの点検■ケアプランの点検■ケアプランの点検■ケアプランの点検    

介護支援専門員が作成したケアプランの記載内容については、ケアプランチェックや地域

ケア個別会議等の機会を利用して、個々の受給者について必要とするサービスの確保と不適

合なサービス提供の改善を図り、併せて介護支援専門員の資質の向上を図ります。 

 

  

指標名 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域ケア個別会議の開催(回) 3 10 10 10 

 

■住宅改修等の点検■住宅改修等の点検■住宅改修等の点検■住宅改修等の点検    

住宅改修については、利用者の実態に沿って適切な改修が行われるよう、工事見積書の点

検及び改修工事前の現地調査を行います。 

また、福祉用具の利用者に対し、福祉用具の必要性や利用状況等を確認します。 

 

数値目標数値目標数値目標数値目標    

※平成 29年度は見込み
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■縦覧点検・医療費情報との突合■縦覧点検・医療費情報との突合■縦覧点検・医療費情報との突合■縦覧点検・医療費情報との突合    

和歌山県国民健康保険団体連合会と連携し、受給者ごとの支払い状況を確認することで請

求誤りの早期発見を図ります。併せて、医療費情報との突合を行うことで二重請求の有無の

確認を行います。 

 

  

指標名 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

縦覧点検・医療費情報との突合（％） 100 100 100 100 

 

■介護給付費通知■介護給付費通知■介護給付費通知■介護給付費通知    

介護サービス受給者に対して、年に２回、給付費通知を発送することにより、サービス利

用状況の確認及びサービスの適正利用についての啓発を促します。 
 

  

指標名 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

介護給付費通知回数（回） 2 2 2 2 

    
 

② 介護保険制度及びサービスに関する情報提供の充実 
利用者が適正な介護サービスを主体的に選択できるよう、介護保険制度の趣旨及び制度改

正の情報、事業所や各種介護保険サービスの内容について周知を図ることが重要です。 

また、介護保険は公費と保険料で成り立っていることから、費用負担や制度の仕組みを広

報することによる適正利用の普及啓発も求められます。 

役場や地域包括支援センターの窓口や広報、ホームページ等を活用し、利用者に迅速かつ

的確に情報提供できるよう努めます。 

 

③ 相談・苦情への対応の強化 
住民が安心して介護保険サービスを利用できるよう、町の介護保険担当窓口、地域包括支

援センター等において、ニーズに即した円滑なサービスの提供を支援しています。町以外の

身近な相談窓口としては、居宅介護支援事業者、民生児童委員等がその役割を担っています。 

いずれの場合においても、個々の相談に十分対応できるよう支援するとともに、これらの

窓口で受けた質問や相談、苦情等について一元的に把握し、必要に応じて行政での取り組み

を進められるよう、地域包括支援センターを中心に連携体制の強化を図ります。 

 

    

数値目標数値目標数値目標数値目標    

数値目標数値目標数値目標数値目標    

※平成 29年度は見込み
 

※平成 29年度は見込み
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④ サービスの評価と質の向上 
新たに権限移譲される居宅介護支援事業所をはじめ、地域密着型サービスや介護予防・日

常生活支援総合事業等、町が事業者指定及び指導・監督を管轄するサービスについては、指

定申請等の各種事務手続きが円滑に実施できるよう支援します。また、実地指導等を通じて

深刻な運営基準違反や不正請求が生じた場合には、介護保険法に則り対応できる体制を整備

していきます。 
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第５章 介護保険事業の推進 
 

１ 保険料算定の流れ 

介護保険料は、人口推計や要介護認定者数の推計、過去のサービス給付実績等を踏まえ、事

業量を推計した後、介護給付費準備基金の取り崩し額や所得段階別第１号被保険者数の推計を

反映し算出します。 

 

■介護保険給付費算出の流れ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【第１号被保険者数等の推計】 
①第１号被保険者数及び要介護認定者数の推計 
②要介護度別認定者数の推計 
③施設・居住系サービスの利用者数の推計 
④居宅サービス等の利用者数の推計 

    【事業量の推計】 
   ①介護給付費の推計 
   ②予防給付費の推計 
   ③標準給付費の推計 
   ④地域支援事業費の見込み 

    【保険料収納必要額の算定】 
●保険料変動要因（財政安定化基金償還金、介護給付費支払準備基金の

取り崩し）の反映 
●所得段階別第１号被保険者数の推計  等 

 

●予定保険料収納率の反映 

【月額保険料基準額の算定】 
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２ 第１号被保険者数等の推計 

（１）第１号被保険者数及び要介護認定者数の推計 

第１号被保険者数及び要介護認定者数の推計についてみると、平成 30 年度から平成 32 年度

にかけては、第１号被保険者数は微減、要介護認定者数は微増から横ばいで推移すると見込ま

れます。 

 
■第１号被保険者数及び要介護認定者数の推計                                     （単位：人、％） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

第１号被保険者数 4,153 4,129 4,111 

要介護認定者数 763 770 765 

要介護認定率 18.4 18.6 18.6 

 

 

（２）要介護度別認定者数の推計 

要介護度別認定者数の推計についてみると、平成 30 年度から平成 32年度にかけては微増か

ら横ばいでの推移と見込まれます。 

 

■要介護度別認定者数の推計                                                       （単位：人） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

要介護認定者数 781 794 793 

要支援１ 105 108 106 

要支援２ 142 146 145 

要介護１ 126 131 131 

要介護２ 111 113 114 

要介護３ 105 108 107 

要介護４ 98 96 99 

要介護５ 94 92 91 

 

 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 
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（３）施設・居住系サービスの利用者数の推計 

施設・居宅系サービスの利用者数の推計についてみると、今後の整備計画及び入所希望者の

動向などにより、平成 30 年度から平成 32 年度にかけては、微増で推移すると見込まれます。 
 

■施設・居住系サービスの利用者数の推計                                             （単位：人） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

施設・居住系サービスの利用者数 232 231 236 

要支援１ 2 2 2 

要支援２ 5 5 5 

要介護１ 15 15 15 

要介護２ 26 26 26 

要介護３ 53 53 54 

要介護４ 66 65 68 

要介護５ 65 65 66 

 
 

 

（４）居宅サービス等の利用者数の推計 

居宅サービス等の利用者数の推計についてみると、施設・居住系サービス利用者の見込みや

受給率などにより、平成 30 年度から平成 32年度にかけては、微増での推移と見込まれます。 
 

■居宅サービス等の利用者数の推計                                                 （単位：人）  

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅サービス等の利用者数 549 563 557 

要支援１ 103 106 104 

要支援２ 137 141 140 

要介護１ 111 116 116 

要介護２ 85 87 88 

要介護３ 52 55 53 

要介護４ 32 31 31 

要介護５ 29 27 25 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 
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３ 事業量の推計 

（１）介護給付費の推計 

介護給付費は、本計画期間中（平成 30 年度～平成 32 年度）の各年度における介護サービス

の月あたりの利用人数・回数・日数等の見込みをもとに算出しています。 
 

■介護サービスの利用人数等の見込み                                 （単位：回、人） 
 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅介護サービス 
 

訪問介護 
回数 2,446 2,580 2,644 

人数 123 130 132 

訪問入浴介護 
回数 4 4 4 

人数 1 1 1 

訪問看護 
回数 543 566 631 

人数 51 53 54 

訪問リハビリテーション 
回数 139 178 183 

人数 8 10 10 

居宅療養管理指導 人数 28 28 29 

通所介護 
回数 1,268 1,301 1,301 

人数 135 139 140 

通所リハビリテーション 
回数 323 316 298 

人数 37 37 35 

短期入所生活介護 
日数 708 737 761 

人数 52 52 53 

短期入所療養介護（老健） 
日数 64 69 69 

人数 9 10 10 

短期入所療養介護（病院等） 
日数 0.0 0.0 0.0 

人数 0 0 0 

福祉用具貸与 人数 143 145 148 

特定福祉用具購入費 人数 4 4 4 

住宅改修費 人数 3 3 3 

特定施設入居者生活介護 人数 23 23 23 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 
※小数第１位以下を切り捨てているため、合計が一致しない場合があります。 

 



 60 

                                （単位：回、人） 
 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域密着型サービス 
 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数 0 0 0 

夜間対応型訪問介護 人数 0 0 0 

認知症対応型通所介護 
回数 0 0 0 

人数 0 0 0 

小規模多機能型居宅介護 人数 4 4 5 

認知症対応型共同生活介護 人数 30 29 30 

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数 3 3 3 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数 37 37 37 

看護小規模多機能型居宅介護 人数 0 0 0 

地域密着型通所介護 
回数 455 513 552 

人数 49 53 56 

施設サービス 
 介護老人福祉施設 人数 88 88 91 

介護老人保健施設 人数 44 44 45 

介護医療院 人数 0 0 0 

介護療養型医療施設 人数 0 0 0 

居宅介護支援 人数 259 267 277 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 
※小数第１位以下を切り捨てているため、合計が一致しない場合があります。 
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■介護給付費の推計                                             （単位：千円） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅サービス 

 

訪問介護 76,503  80,475  82,244  

訪問入浴介護 545  574  574  

訪問看護 25,565  25,212  29,225  

訪問リハビリテーション 4,710  6,055  6,225  

居宅療養管理指導 3,037  3,019  3,111  

通所介護 113,421  115,797  115,282  

通所リハビリテーション 33,321  32,652  30,387  

短期入所生活介護 63,256  65,088  67,246  

短期入所療養介護（老健） 7,841  8,387  8,437  

短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  

福祉用具貸与 18,591  18,609  18,864  

特定福祉用具購入費 970  970  970  

住宅改修費 2,083  2,083  2,083  

特定施設入居者生活介護 53,253  53,277  53,277  

地域密着型サービス 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0  0  0  

夜間対応型訪問介護 0  0  0  

認知症対応型通所介護 0  0  0  

小規模多機能型居宅介護 9,017  9,021  11,886  

認知症対応型共同生活介護 86,348  83,263  86,386  

地域密着型特定施設入居者生活介護 6,515  6,518  6,518  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 100,336  100,381  100,079  

看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  

地域密着型通所介護 40,691  45,825  49,202  

施設サービス 

 

介護老人福祉施設 238,568  238,675  246,797  

介護老人保健施設 141,335  141,398  144,872  

介護医療院 0 0 0 

介護療養型医療施設 0 0  0  

居宅介護支援 41,350  41,221  40,658  

合計【介護給付費】 1,067,256  1,078,500  1,104,323  
 
 

 

 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 
※小数第１位以下を切り捨てているため、合計が一致しない場合があります。 
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（２）予防給付費の推計 

予防給付費は、本計画期間中（平成 30 年度～平成 32 年度）の各年度における介護サービス

の月あたりの利用人数・回数・日数等の見込みをもとに算出しています。 

 

■介護予防サービスの利用人数等の見込み 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅サービス 

 介護予防訪問介護 人数    

介護予防訪問入浴介護 
回数 0 0 0 

人数 0 0 0 

介護予防訪問看護 
回数 88 96 104 

人数 11 12 13 

介護予防訪問リハビリテーション 
回数 65 67 68 

人数 5 5 5 

介護予防居宅療養管理指導 人数 0 0 0 

介護予防通所介護 人数    

介護予防通所リハビリテーション 人数 14 13 12 

介護予防短期入所生活介護 
日数 33 36 36 

人数 3 3 3 

介護予防短期入所療養介護（老健） 
日数 0 0 0 

人数 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護 

（病院等） 

日数 0 0 0 

人数 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 人数 72 73 74 

介護予防特定福祉用具購入費 人数 3 3 3 

介護予防住宅改修 人数 3 3 4 

介護予防特定施設入居者生活介護 人数 7 7 7 

地域密着型サービス 

 
介護予防認知症対応型通所介護 

回数 0 0 0 

人数 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数 0 0 0 

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数 0 0 0 

介護予防地域密着型通所介護 人数 0 0 0 

介護予防支援 人数 165 166 164 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 
※小数第１位以下を切り捨てているため、合計が一致しない場合があります。 
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■予防給付費の見込み 

                                     （単位：千円） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

居宅サービス 

 

介護予防訪問介護    

介護予防訪問入浴介護 0  0  0  

介護予防訪問看護 3,764  4,108  4,451  

介護予防訪問リハビリテーション 2,253  2,307  2,359  

介護予防居宅療養管理指導 0  0  0  

介護予防通所介護    

介護予防通所リハビリテーション 4,552  4,099  3,643  

介護予防短期入所生活介護 2,111  2,304  2,304  

介護予防短期入所療養介護（老健） 0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 5,971  6,048  6,134  

特定介護予防福祉用具購入費 769  769  769  

介護予防住宅改修費 2,240  2,240  2,956  

介護予防特定施設入居者生活介護 6,242  6,244  6,244  

地域密着型サービス 

 

介護予防認知症対応型通所介護 0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護 0  0  0  

介護予防認知症対応型共同生活介護 0  0  0  

介護予防地域密着型通所介護 0  0  0  

介護予防支援 8,854  8,911  8,804  

合計【予防給付費】 36,756  37,030  37,664  

 資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 
※小数第１位以下を切り捨てているため、合計が一致しない場合があります。 
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（３）標準給付費の推計 

標準給付費は、本計画期間中（平成 30 年度～平成 32 年度）における、介護給付費、予防給

付費の推計額に、特定入所者介護サービス費等給付額、高額介護サービス費等給付額、高額医

療合算介護サービス費等給付額、算定対象審査支払手数料の推計額を加算し算出します。 

 
■標準給付費の見込み                                       （単位：千円） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 合計 

介護給付費（ａ） 1,067,256  1,078,500  1,104,323 3,250,079 

予防給付費（ｂ） 36,756  37,030  37,664 111,450 

総給付費 
（ｃ）＝（ａ）+（ｂ） 1,103,708  1,128,468  1,168,927 3,401,104 

特定入所者介護サービス
費等給付額（ｄ） 85,804  85,478  85,274 256,557  

高額介 護 サ ー ビ ス 費 等 
給付額（ｅ） 32,064  32,210  31,986 96,260 

高額医療合算介護サービ
ス費等給付額（ｆ） 3,754  3,771  3,745 11,271 

算定対象審査支払手数料
（ｇ） 1,063 1,066 1,056 3,184 

合計【標準給付費】 
（ｃ）+（ｄ）+（ｅ）+（ｆ）+（ｇ） 1,226,394  1,250,993  1,290,989 3,768,377 

 
 
※総給付費（Ｃ）は、前ページで算出した介護付費と予防給付費に、平成 30年４月以降一定以上所得者の利用者 
負担が２割→３割に見直されることに伴う影響額及び消費税率等の見直しを勘案した影響額を考慮して算出して
います。 

 
     

（４）地域支援事業費の見込み 

 地域包括支援センターの運営を含む地域支援事業は、平成 28 年度より、生活支援体制整備事

業、在宅医療・介護連携推進、地域ケア会議の推進などが地域支援事業として新たに追加され、

また、介護予防の訪問介護・通所介護が平成 30年度より地域支援事業へ移管されるため、第６

期よりも事業費が増加すると見込んでいます。 

 
■地域支援事業費の見込み                                        （単位：千円） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 合計 

介護予防・日常生活支援総合
事業費 

44,315  44,059  43,867 132,242 

包括的支援事業・任意事業費 29,148  28,979  28,853 86,981  

地域支援事業費 73,463  73,039  72,720 219,222 
 
 

 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 
 ※小数第１位以下を切り捨てているため、合計が一致しない場合があります。 

資料：厚生労働省「見える化」システムより推計 
※小数第１位以下を切り捨てているため、合計が一致しない場合があります。 
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第１号被
保険者, 
23.0% 

第２号被
保険者, 
27.0% 

国, 25.0% 

都道府県, 
12.5% 

市町村, 
12.5% 

第１号被
保険者
22.0%

第２号被
保険者
28.0%

国 25.0%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

 

４ 保険料の算定 

（１）第６期計画からの変更点 

保険料基準額の算定にあたり、第６期計画からの変更点は以下のとおりです。 

 

① 第１号被保険者及び第２号被保険者の負担割合 
平成 30 年度から平成 32年度までの負担割合が、第１号被保険者は 22％から 23％へ、第２

号被保険者は 28％から 27％に変更になりました。 

 

 第６期（平成 27 年度から 29 年度）       第７期（平成 30年度から 32 年度） 

     ＜給付費＞  

          

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※地域支援事業費の負担割合も変更になります。 

 

② 基準所得金額 
第７期計画では第７～９段階の所得基準額が変更になりました。 

 

③ 介護予防訪問介護・通所介護の地域支援事業への移行 
介護予防サービスのうち介護予防訪問介護・通所介護サービスは、平成 29 年度から地域支

援事業へ移行されました。そのため、平成 30 年度からは介護予防サービスの給付額が減少と

なっています。 

 
④ 介護報酬の改定 
平成 30 年度からの介護報酬改定は、平均で 0.54％の改定率となりました。事業者の経営状

況等を考慮した結果とされています。また、平成 31 年 10月から勤続年数 10 年以上の介護福

祉士については、月額８万円の処遇改善が実施されます。平成 31 年度は約１％、平成 32 年

度は約２％のアップを見込んでいます。 

 
⑤ 消費税率の変更 
平成 31年 10月の消費税率の変更（８％→10％）に伴い、平成 31 年度の保険料は約 0.2％、

平成 32 年度は約 0.4％の増加を見込んでいます。 
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（２）保険料収納必要額の算定 

保険料収納必要額は、各年度における介護保険事業に要する費用の見込額（標準給付費と地

域支援事業費の合計）の 23.0％に調整交付金の全国平均（5.0％）との格差分や財政安定化基金

拠出金見込額・財政安定化基金償還金等を加算し、財政安定化基金取り崩しによる交付額・準

備基金取り崩し額等を差し引いて算出します。 

 

■保険料収納必要額の算定                                          （単位：円） 

 備 考 ３年間合計額 

標準給付費（Ⅰ）  3,768,376,598 

地域支援事業費（Ⅱ）  219,222,242 

第１号被保険者負担分相当額（Ａ） （Ⅰ＋Ⅱ）×23.0％ 917,147,733 

調整交付金相当額（Ｂ） （Ⅰ）×5.0％ 195,030,914 

調整交付金見込割合（平成 30～32 年度）  7.63％、7.66％、7.26％ 

調整交付金見込額（Ｃ） （Ⅰ）×調整交付金割合 293,067,000 

財政安定化基金拠出金見込額（Ｄ）  0 

財政安定化基金償還金（Ｅ）  0 

準備基金取り崩し額（Ｆ）  0 

財政安定化基金取崩による交付額（Ｇ）  0 

市町村特別給付費等（Ｈ）  0 

保険料収納必要額（Ｉ） Ａ＋Ｂ－Ｃ＋Ｄ＋Ｅ－Ｆ－Ｇ＋Ｈ 819,111,647 
 
小数第１位以下を切り捨てているため、合計が一致しない場合があります。 

 

 

（３）月額保険料基準額の算定 

第１号被保険者の年額保険料基準額は、保険料収納必要額を予定保険料収納率で割り、さら

に所得段階別加入割合補正後の被保険者数で割って算出します。さらに、その額を12で割ると、

月額保険料基準額が算出されます。 

 
■月額保険料基準額の算定                                          （単位：円） 

 備 考 ３年間合計額 

保険料収納必要額（Ｉ）  819,111,647 

予定保険料収納率（Ｊ）  96.0％ 

所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｋ）  11,111 人 

年額保険料基準額（Ｌ） Ｉ÷Ｊ÷Ｋ 76,800 

月額保険料基準額（Ｍ） Ｌ÷12 6,400 
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■所得段階別介護保険料（平成 30 年度～平成 32 年度）                               

所得段階 保険料率 対象者 

保険料額 

月額 年額 

第１段階 

基準額×0.50 

［0.45］※１ 

【0.30】※２ 

 
世帯全員が

市町村民税

非課税 

生活保護を受けている人 
3,200円

［2,880円］ 

【1,920円】 

38,400円 

［34,560円］ 

【23,040円】 

老齢福祉年金を受けている人 

合計所得金額と課税年金収入

額の合計が80万円以下の人 

第２段階 

基準額×0.75 

【0.50】※２ 

合計所得金額と課税年金収入

額の合計が80万円を超え120

万円以下の人 

4,800円 

【3,200円】 

57,600円 

【38,400円】 

第３段階 

基準額×0.75 

【0.70】※２ 

合計所得金額と課税年金収入

額の合計が 120 万円を超える

人 

4,800円 

【4,480円】 

57,600円 

【53,760円】 

第４段階 基準額×0.90 

 
本人が市町

村民税非課

税（世帯に課

税者がいる） 

合計所得金額と課税年金収入

額の合計が80万円以下の人 
5,760円 69,120円 

第５段階 基準額 1.00 

合計所得金額と課税年金収入

額の合計が80万円を超える人 
6,400円 76,800円 

第６段階 基準額×1.20 

 
本人が市町

村民税課税 

合計所得金額が 120 万円未満

の人 
7,680円 92,160円 

第７段階 基準額×1.30 

合計所得金額が 120 万円以上

200万円未満の人 
8,320円 99,840円 

第８段階 基準額×1.50 

合計所得金額が 200 万円以上

300万円未満の人 
9,600円 115,200円 

第９段階 基準額×1.70 

合計所得金額が 300 万円以上

の人 
10,880円 130,560円 

※各段階の保険料については、月額保険料・年額保険料ともに、それぞれ基準額及び保険料率をもとに算出して 
いるため、年額保険料と月額保険料を 12 倍した額とは一致しない場合があります。 
 
※１ 平成 30年度から 32年度については、第１段階において公費負担により 0.05 の軽減措置があり
ます。［ ］内が軽減措置後の金額です。 

※２ 第１段階から第３段階については、平成 31 年度以降に新たな軽減措置が予定されています。時
期は未定です。【 】内が軽減措置後の金額です。 

 
□参考 

平成 37 年度月額保険料 7,868 円 
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第６章 計画の推進 
 

１ 計画の着実な実現に向けて 

本計画のテーマである「一人ひとりがともに輝き、温もりのあるひとづくり」を実現するた

めには、高齢者ができる限り自立した生活を送れるよう、住民が一体となり、地域ぐるみの支

援を進めていくことが大切です。 

そのためには、地域包括支援センターはもとより、社会福祉協議会やサービス事業所、医療

機関、民生児童委員、老人クラブ等の関係団体・機関の連携を強化するとともに、身近な住民

との連携を促進することが必要です。 

広報や町のホームページ、各種パンフレット等を通じて、高齢者福祉に対する意識啓発を図

り、住民、関係団体・機関の役割を明確にすることで、計画を着実に推進し、本町における高

齢者支援のための体制整備を図ります。 

 

 

２ 関係機関の役割  

それぞれの関係機関の役割を明確にするとともに、行政とこれらの関係機関・団体間の連携

を強化しながら、計画の着実な推進を目指します。 

 

① 社会福祉協議会 
湯浅町社会福祉協議会は、介護保険サービスを提供するだけでなく、配食サービス等の高

齢者福祉サービスの提供、ボランティアグループの育成など多様な事業を展開しており、今

後も本町における高齢者福祉の中心的な担い手として期待されています。 

今後は全町的な視点により、さらにきめ細かな高齢者福祉サービスを提供できるよう、取

り組みの拡充を求めていきます。 

 

② 民生児童委員 
民生児童委員は住民のさまざまな相談に応じるとともに、社会福祉に関する制度について

の情報提供や、関連機関との連携の下にサービスの提供を調整するなどしています。 

今後は、より一層住民の身近な相談者として活躍できるよう、資質の向上などを求めてい

きます。 
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③ 老人クラブ 
老人クラブは高齢者の自主的な組織として、一人ひとりの生きがいづくりを基本に、仲間

づくりや健康づくり等、それぞれの地域の特色を活かしたさまざまな活動を展開しています。 

近年ライフスタイルの多様化などにより、老人クラブへの加入率が年々減少していること

や、前期高齢者と後期高齢者等の会員間のニーズの違いにどのように対応していくかが課題

となっています。 

今後は、新規会員の加入促進や会員ニーズの把握を軸に事業を実施し、活発な取り組みが

なされるよう支援していきます。 

 

 

３ 進捗状況等の把握 

介護保険制度を円滑に進めるため、計画の進行・進捗等に関する情報を総合的にとりまとめ

るとともに、新たな課題への対応、事業評価等を推進していくことが求められます。 

そこで、本町における介護サービスの利用者、サービス供給量等の基礎的なデータの収集、

利用者のニーズ、利用者満足度等の質的情報の把握に努めるとともに、庁内関係各課や関係機

関・団体と連携を図りながら、ＰＤＣＡサイクルに沿って事業全体の進行管理を行います。 

本計画（Plan：計画）に基づいた事業の実施状況（Do：推進）について、計画推進における

課題や取り組みの妥当性に関する評価（Check：評価）を担当課において行い、その結果を次期

計画の策定委員会における計画見直しの基礎資料として活用（Action：見直し）することで、

新たな計画の策定（Plan：計画）に繋げていきます。 
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資 料 編 
 

１ 第７期湯浅町介護保険事業計画等作成委員名簿 

 

敬称略、順不同 

 

 

 

 

 

 

 

役  職 氏   名 所 属 等 

委 員 長 原  正 和 居宅介護支援専門員 

副委員長 児 島 謙 作  有田医師会    

委  員  増 元  貞 夫  民生児童委員 

〃 小野田 昌 功 有田薬剤師会 

〃 下 向 田 持 老人クラブ連合会 

〃 林  友 理 湯浅町社会福祉協議会 

〃 奥 野 義 為  サービス事業所（かぐのみ苑）理事長 

〃 浦 崎  弘 之 サービス事業所（ライフケア有田）事務長 
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２ 用語解説 

 

用 語 説 明 

あ行 

NPO 

Non-Profit Organization の略。ボランティア団体や住民団体等、民間の
営利を目的としない団体の総称として使われています。従来､これらの団

体は法人格を持たない任意団体として活動していましたが､特定非営利活
動促進法（通称ＮＰＯ法）の制定により、「特定非営利活動法人」という
法人格を得ることができるようになりました。 

か行 

介護医療院 

「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の医療機能と「生
活施設」 としての機能を兼ね備えた新たな介護保険施設です。 

介護給付費準備基金 

介護給付費準備基金は、介護保険事業特別会計において発生した余剰金等
を積み立て、財源不足時に取り崩して充当するために設置される基金で
す。事業運営期間の最終年度において残高がある場合には、次期保険料を

見込むにあたり、最低必要と認められる額を除き取り崩すことが基本的な
考えであるとされています。 

介護報酬 

介護保険におけるサービスを提供した事業者に支払われる「費用単価」の
ことです。 

介護保険制度 

40歳以上の方全員が被保険者（保険加入者）となって保険料を負担し、介

護が必要と認定された時、費用の一部（原則 10％）を負担して介護サービ
スを利用する制度です。 

介護予防 

元気な人も支援や介護が必要な人も生活機能の低下や重度化をできるだ
け防ぎ、自分らしい生活を実現できるようにすることです。具体的には、
日頃から健康管理を行い、高齢期に合った健康づくりを行うことを指しま

す。 

キャラバンメイト 

認知症サポーター養成講座の講師役を担う人。「認知症に対する正しい知
識と具体的な対処方法」「認知症サポーター養成講座の展開方法」等につ

いての研修を受講した者をキャラバンメイトとして登録しています。 

居宅（介護予防） 

サービス 

要介護・要支援認定者が利用する在宅での介護保険サービスのことをいい

ます。要支援・要介護認定者に対するサービスは居宅サービス、要支援者
に対するサービスは介護予防サービスに分類されます。 

ケアプラン 

要支援・要介護認定者が介護サービスを適切に利用できるように、心身の

状況、生活環境、サービス利用の意向等を勘案して、サービスの種類、内
容、時間及び事業者を定めた計画のことをいいます。 

ケアマネジメント 

要支援・要介護認定者のサービス利用者のニーズを満たすため、保健・医
療・福祉等の多様なサービスを適合させる系統だった連携・調整・統合の
一連の活動のことをいいます。 

ケアマネジャー 

（介護支援専門員） 

要支援・要介護認定者からの介護サービスの利用に関する相談や適切な居
宅サービス・施設サービスを利用できるよう、ケアプランの作成やサービ
ス事業者等との連絡調整を行う専門職のことです。 
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用 語 説 明 

健康増進法 

わが国における急速な高齢化の進展及び疾病構造の変化に伴い、国民の健
康の増進の重要性が著しく増大していることに鑑み、国民の健康の増進の
総合的な推進に関し基本的な事項を定めるとともに、国民の栄養の改善そ

の他の国民の健康の増進を図るための措置を講じ、もって国民保健の向上
を図ることを目的とする法律です。 

権利擁護 

自己の権利や援助のニーズを表明することが困難な高齢者等に代わって、
援助者が代理としてその権利やニーズの獲得を行うことをいいます。 

高額医療・高額介護

合算制度 

医療保険と介護保険を利用された方で年間の自己負担の合計額が一定額

を超えた場合、申請により超えた額が高額医療・高額介護合算サービス費
として支給されます。 

高額介護サービス費 

要介護認定者が１か月に支払った自己負担分の介護サービスの利用者負
担額が所得に応じて一定の上限を超えた場合、超えた分が申請により高額
介護サービス費として支給されます。ただし、福祉用具購入費及び住宅改

修費の利用者負担分や施設等における食費・居住費は含みません。 

高齢化率 

高齢化率とは全人口に占める 65歳以上の人の割合です。高齢化率 7.0%で
「高齢化社会」、高齢化率 14.0％以上で「高齢社会」、高齢化率 21.0％を

超えると「超高齢社会」といわれています。 

高齢者の医療の確保

に関する法律 

国民の高齢期における適切な医療の確保を図るため、医療費の適正化を推

進するための計画の作成及び保険者による健康診査等の実施に関する措
置を講ずるとともに、高齢者の医療について、国民の共同連帯の理念等に
基づき、前期高齢者に係る保険者間の費用負担の調整、後期高齢者に対す

る適切な医療の給付等を行うために必要な制度を設け、もって国民保健の
向上及び高齢者の福祉の増進を図ることを目的とする法律です。 

さ行 

サービス付き高齢者

向け住宅 

居住者の安否確認や生活相談といったサービスが付加された高齢者専用
住宅のことです。「高齢者の居住の安定確保に関する法律」（高齢者住まい
法）で規定されています。 

シルバー人材センター 

一定地域に居住する定年退職者等を会員として、その希望に応じた臨時
的・短期的な就業の機会の確保・提供を目的として設立された都道府県知
事の指定する公益法人です。 

審査支払手数料 

国民健康保険団体連合会が行う介護保険給付費の審査支払に係る手数料
です。 

生活支援 

コーディネーター 

生活支援サービスの充実及び高齢者の社会参加に向けて、ボランティア等
の生活支援・介護予防の担い手の養成・発掘など地域資源の開発や地域の
ニーズと地域支援のマッチングなどを行うコーディネーター（地域支え合

い推進員）です。 

成年後見制度 

認知症高齢者や知的障がい者等の判断能力が不十分な成人を法的に保護

するための制度です。本人の残存能力をできるだけ活かすために、自己決
定可能な範囲を広げています。保護の類型は、本人の能力の程度に応じて
「後見」「保佐」「補助」の３つに分類されます。 
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用 語 説 明 

た行 

第１号被保険者 

市町村の区域内に住所を有する 65歳以上の者を指します。介護保険料は、
市町村が直接徴収します。 

第２号被保険者 

市町村の区域内に住所を有する 40歳以上 65 歳未満の者で、医療保険の加
入者。介護保険料は、医療保険料徴収時に医療保険の保険者が徴収します。 

地域支援事業 

高齢者が要介護状態等になることを予防し、たとえ要介護状態になった場
合においても、可能な限り地域において自立した日常生活を営むことがで
きるよう支援するための事業です。地域支援事業は、介護予防事業、包括

的支援事業、任意事業の３事業から構成されており、それに係る経費は介
護保険から支払われています。 

地域包括支援センター 

地域において、①介護予防ケアマネジメント業務、②総合相談支援業務、

③地域包括ケア体制整備（包括的・継続的マネジメント業務）、④高齢者
の虐待の防止・早期発見及び権利擁護業務の４つの基本的な機能を持つ総
合的なマネジメントを担う中核機関です。 

調整交付金 

第１号被保険者のうち 75 歳以上である者の割合（後期高齢者加入割合）
等との全国平均との格差により生ずる保険料基準額の格差調整のために

国から交付されるものです。 

な行 

認知症 

アルツハイマー病、脳血管疾患、その他の要因に基づく脳の記憶機能及び

その他の認知機能が低下した状態のことをいいます。 

認知症サポーター 

認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者のことで
す。 

認知症初期集中支援

チーム 

複数の専門職が家族の訴え等により認知症が疑われる人や認知症の人及
びその家族を訪問し、アセスメント、家族支援などの初期の支援を包括的、

集中的（概ね６か月）に行い、自立生活のサポートを行うチームのことで
す。 

認知症対応型カフェ 

認知症の人と家族、地域住民、専門職等のだれもが参加でき、集う場。認

知症のことやその対応などについて、お互いの理解を深めることができる
カフェのことです。 

認知症地域支援 

専門員 

市町村における認知症に関する医療・介護等の連携の推進役です。地域の
実情に応じて、一般病院・介護保険施設などの認知症対応力の向上、認知
症ケアに携わる他職種の協働研修、認知症グループホームなどでの在宅生

活継続のための相談・支援及び認知症カフェ等の取り組みを推進していく
方です。 

は行 

バリアフリー 

住宅建築用語では、段差等の物理的な障壁の除去をいいますが、福祉的に
はより広く高齢者や障がい者等の社会参加を困難にしている社会的・制度
的・心理的なすべての障壁の除去という意味でも用いられます。 

標準給付費 

介護保険料の算出の基礎のなる標準給付費は、平成 30 年度から 32年度ま
での３年間に必要とされる総給付費、特定入所者介護サービス費、高額介
護サービス費、高額医療合算介護サービス費、審査支払手数料の総額です。 
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用 語 説 明 

包括的支援事業 

市町村が行う地域支援事業の一部で、地域包括支援センターにおいて、高
齢者からの各種相談業務、権利擁護業務、ケアマネジャーへの助言・指導
等を行います。また、必要に応じて介護予防事業の利用プランの作成を行

います。 

や行 

予定保険料収納率 

介護保険料の予定収納率です。本計画では前年度の実績から 96.0％に設定

しています。 

ら行 

理学療法士（ＰＴ） 

理学療法士及び作業療法士法によって国家資格を持つ資格です。身体機能

の回復を電気刺激、マッサージ、温熱その他理学的な手段で行う専門技術
者です。 

老人福祉法 

老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、老人に対しその心身の
健康の保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、もって老人の福祉
を図ることを目的として 1963（昭和 38）年に制定された法律です。 
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